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業務実績報告書兼項目別評価報告書 総括表 

 

 

◆中期目標期間における各事業年度の項目別評価 

  

項目 
令和３（２０２１） 

年度 

令和４（２０２２） 

年度 

令和５（２０２３） 

年度 

令和６（２０２４） 

年度 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 B A 
  

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域に密着し

た急性期病院とし 

て良質で安全な医

療の提供 

（１）診療機能の整備 ４ ４   

（２）救急医療の取り組み ４ ４   

（３）４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への対応 ４ ４   

（４）小児医療の充実 ４ ４   

（５）周産期医療の対策 ２ ２   

（６）災害時における医療協力 ４ ４   

（７）感染症医療の対策 ４ ４   

（８）予防医療の充実 ４ ４   

（９）医療安全対策の充実・強化 ３ ３   

（１０）地域の保健・福祉関係機関との連携の継続 ３ ３   

２ 医療提供体

制の充実 

（１）医療人材の確保と育成 ４ ４   

（２）事務職員の確保と育成 ３ ３   

（３）信頼性の確保 ３ ３   



 

2 

 

３ 患者・住民の満

足度の向上 

（１）患者中心の医療 ４ ４   

（２）快適な医療環境の充実 ３ ３   

（３）患者・来院者及び地域住民の満足度の向上 ３ ３   

（４）職員の接遇向上 ３ ３   

（５）ボランティアとの協働によるサービスの向上 ２ ３   

（６）病院に関する情報の積極的発信 ３ ４   

４ 地域医療支援

病院としての機能

強化 

（１）地域医療機関との連携推進 ４ ４   

（２）地域包括ケアシステムの推進 ３ ３   

（３）住民意識の啓発活動 ２ ３   

５ 法令等の遵守

と個人情報保護・

開示の推進 

（１）法令等の遵守 ３ ３   

（２）個人情報の保護と開示 ３ ４   

第 2 業務運営の改善及び効率化に関する重要事項 B B   

１ 組織マネジメントの強化 ３ ３   

２ 働きやすい病

院づくり 

（１）人事に関する制度の充実 ３ ３   

（２）働き方改革への対応 ３ ４   

（３）職員の就労環境の整備 ３ ３   

第 3 財務内容の改善に関する事項 A A   
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１ 経営基盤の維持と経営機能の安定化 ４ ４   

２ 収益の確保と

費用の節減 

（１）収益の確保 ４ ４   

（2）費用の節減 ３ ３   

３ 高度医療機器の計画的な更新・整備 ３ ４   

第 4 その他業務運営に関する重要事項 B B   

１ 小山市地域医療推進基本計画に対する取組み ３ ３   
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■事業に関する説明 

１ 法人の総括と課題 

令和４年度は、地方独立行政法人化（以下、「地独法化」という。）１０年目となり、今までの１０年を

総括すると共に今後の１０年で向かうべき方向性を描く重要な節目の年となりました。６月には、年間

４，０００台を超える救急搬送や高度急性期医療、１５病院連携協議会の地域連携活動と経営の健全性が

評価され、全国５病院が表彰される自治体立優良病院会長表彰を受賞しました。この栄誉は当院が人的・

物的資源を最大限に活用する企業的経営方式を取り入れながら「最高の患者サービス」、「医療・ケアの質

とレベル向上」、「全病床のフル活用」を基本方針に活動し続けた結果であり、名実ともに地域の中核病院

になったことを内外に示しました。 

また、地独法化以来、当院を支えてくれた人たちに感謝し、今後の当院の更なる発展を期することを目

的に１０周年事業を実施しました。「１０年後の目指す方向性」をテーマにしたフリートークでは、放射

線治療施設の開設、周産期センターの再開、がん診療拠点病院、ＡＩやロボットの導入など未来について

様々なビジョンを共有しました。 

運営面では、企業的経営を意識しながら、「対話と共創のオンリーワンホスピタル」を基本方針に主体

性を持って対話し、変化に対応できる組織を目指して活動しました。 

新型コロナウイルス感染症（以下、「コロナ」という。）の診療については、コロナ重点医療機関として、

コロナ確保病床を最大１８床まで増床し、県南地区の軽症から中等症までの患者を引き受けました。入院

患者は年間で累計５００名を超えましたが、前年度までとは異なり職員の感染が目立ちました。特に８月

の第７波では入院患者と職員のクラスターが発生し、ピーク時は２０名以上の職員が陽性となり、入院制

限やベッドコントロールに苦労する日々が続きました。 

病棟の運用については、コロナと一般診療を両立している当院の病床稼働率は９５％以上と常に高く、

令和４年度は救急搬送数の増加もあり、満床による収容不能件数が増加しました。解決策として、一般急

性期病床の増床を検討し、９月に地域包括ケア病棟と一般急性期病棟を入れ替えました。 

地域包括ケア病棟においては、診療報酬改定での運用基準が厳しくなり、直接入院率４０％以上を満た

せないため、入院料が８５％に減算されました。今後、院内転入率６０％未満にするために、後方支援病

院との連携強化を図っていきます。 

医師の働き方改革については、令和６年４月から上限規制が適用されます。「医師労働時間短縮計画」

策定するにあたり、勤務か自己研鑽かを明確にする統一ルールの作成や他医療機関での勤務時間の把握

をしました。「宿直許可」については、土曜日の宿直を非常勤医師に切り替え、平日は内科系・外科系統

一することで１月に取得できました。Ａ水準を目指す当院としては、今後も医師のみならず、全職種の理

解を得ながら、時間内に業務を済ませる工夫を継続します。 

経営面では、医業収益は前年度と比べ約３億円の増収となり、初めて１００億円を超えました。医業費

用も１００億円を超えましたが、増加率が低かった為、初めて医業収支での黒字化を達成しました。コロ

ナ補助金の収入が大幅に減少する厳しい状況でありましたが、全職員が最善の努力をした結果により、令

和４年度決算では５億１千万円のプラスとなり、１０年連続の黒字経営となりました。 

コロナ５類移行後、感染状況の変化は予測できませんが、その影響で病院経営が悪化しないように、変

化する課題に対して迅速に対応しながら、地域に根ざした医療を守っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

（１） 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組 

 当院の最重要課題は、令和４年度も「断らない救急」と「病棟のフル活用」による入院診療の充実であ

り、市民の期待に応えられる病院で在り続ける使命感を持ち、コロナ対策を講じながらも、引き続き２４

時間３６５日体制で対応しました。コロナ禍から回復、及び小児救急の強化等により、救急車による救急

搬送患者数はコロナ禍前の状況を上回る過去最高台数となり、救急からの入院比率の増加等、より重症患

者へのシフトも含め、二次救急医療機関としての役割を十分に果たしたと考えます。 

脳卒中、循環器疾患に関しては、例年同様ホットラインで２４時間、近隣市町からも救急患者の受入が

出来る体制を維持しました。これにより、脳梗塞、ＰＣＩ（冠動脈形成術）の取扱件数は、コロナ禍にあ

っても、高いレベルで維持することができました。４疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病）への対応

においても、年間手術件数は過去最高水準のまま、全体的に症例数を維持し、確実に当病院の機能を発揮

しました。 

各種災害等、有事に対しては、傷病者を受け入れる地域の基幹病院であるという認識から、ＢＣＰ（事

業継続計画）のブラッシュアップにも役立てるよう、継続的な防災訓練を実施し、地域災害拠点病院とし

ての機能充実に努めました。また、災害急性期における被災地での医療を確保するためＤＭＡＴ（災害医

療支援チーム）においても、確実なステップアップにより、引き続き栃木県コロナ入院調整本部へ隊員を

派遣し、存在感を示しました。 

健診部門は、コロナ禍における逆風の中で、キャンセルの増加によりやや厳しい経営状態となりました

が、健診全体の質の向上、積極的な集客活動、及び万全の感染対策等の徹底により、落ち込みを最低限に

留めました。受診者からの口コミや地道な企業訪問活動の結果によるものも影響していると考えます。 

医療人材の確保については、令和４年度は新たな診療科の設置はありませんでしたが、医師数は前年度

比４名増となる７０人を確保し、看護師についても、大学・看護師養成学校等を訪問しその確保に努めま

した。また、初期臨床研修医についても、前年度に引き続き、積極的な募集活動を行った結果、応募者数

の増加に繋がり、最終的に定員２名フルマッチで初期研修医を確保することができました。 

患者支援センターにおける入退院支援や各種相談も年々拡大させており、当院の特徴的取り組みである

全入院患者を対象とした患者満足度調査の意見をもとに職員接遇等の対応、施設面の改善活動を継続的に

実施し、常に患者等の満足度の向上に努めました。 

市民への広報活動としては、紙面、電子媒体を融合させた形態を継続するとともに、令和４年度は地独

法化１０周年記念事業として、記念誌や記念動画の制作、また、コロナ禍で中止となっていた「病院ふれ

あい祭り」や「地域医療を考えるシンポジウム」を復活させ、当院の何事にも全力でチャレンジする姿勢

を積極歴にＰＲしました。 

地域連携の強化としては、従来推進してきた前方連携をはじめ、後方連携が非常に重要であると考え、

コロナ禍の中にあってもＷＥＢ等の工夫により小山市近郊地域医療連携協議会を各部門別に開催し、情報

交換をメインとして、患者に負担をかけないスムーズな入退院が促進できるような活動を進めました。 

個人情報保護法改正に対する対応については、患者の病歴（要配慮個人情報）に該当する個人情報を取

り扱う医療機関の責務として、「新小山市民病院情報セキュリイポリシー」の策定を始め、万全の体制整備

を図りました。 
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（２） 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

 令和４年度も、各診療科も含め、部署ごとのＢＳＣ（バランス・スコア・カード）による行動計画を作

成し、明確な目標設定のうえ業務推進する取り組みを継続しました。この手法は地独法化後１０年間を経

て、確実に院内に定着し、「組織開発のツール」として、当院成長の原動力となっていると考えます。 

また、人材の育成として、職員に対するコーチングも継続実施しました。対象者は年々拡大しており、

前年度から追加導入した３分間コーチングを含め、やる気に満ちた職員で構成される自律した組織を目

指し、コミュニケーションを通じて自発的な行動を促しました。 

また、パフォーマンスレビュー（人事評価制度）として、各職員を行動面と業績面の両面から評価し、

職員自身の気付きを引き出す人材育成手段を、引続き活用しました。働き方改革の推進として、出退勤シ 

ステムにより、医師を含む全職員の労働時間を把握するとともに、社会保険労務士の協力を得て、医師を

始めとした職員の勤務形態等の検討・変更を実施し、働きやすい職場環境の整備に努め、その結果、令和

５年１月に医師の宿直許可を取得しました。 

加えて、ＨＷＰ（ヘルシーワークプレイス）活動の継続的、発展的実施や、ハラスメント対策の充実、

院内保育所の拡充等により、職員満足度の向上にも努めました。 

 

（３） 財務内容の改善に関する取組 

令和４年度は、コロナによる病棟運営への突発的な影響や急激な物価上昇など逆風もある中での病院

経営となりましたが、医療の質やサービスの向上、病床稼働率の強化等に基づく収益の着実な積み上げに

より、一層の財務体質強化を図るべく努めました。 

コロナ感染防止を徹底しながらの救急患者など新患の積極的な受け入れや連携病院とのスムーズな入

転院の促進、標準的医療であるＤＰＣⅡ期以内の退院、病棟入替による効果的な病床運用、的確なベッド

コントロール、正確な診療報酬の請求事務等、職員がそれぞれの立場で最善の取り組みを心がけました。 

その結果、病院の本業である入院・外来等による収入に基づく医業収益と、本業にかかる支出である医

業費用の差額（医業収支）において、地独法化後初めての黒字を確保することができました。この医業収

支ベースでの黒字確保（本業のみによる黒字確保）は非常に難易度の高いことであり、令和３年度決算ベ

ースでは全国１００の地独法病院のうち２病院のみとなっています。また最終損益については、前年度と

比較し補助金による収入が約５８０百万円も減少する状況下、５１１百万円の利益を計上し、地独法化後

１０年連続での黒字決算を継続することができました。 

黒字決算継続は、自己資本比率の強化（３４．１％）や手許現預金の積み上げ等につながっており、財

務内容の改善は着実に進んでいます。 

（４） その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

小山市地域医療推進基本計画の中において、新小山市民病院には数多くの使命が課せられていますが、

令和４年度も、行政との連携の中で、結果的にコロナ対応に明け暮れた１年でした。当院は、栃木県の対

コロナ感染症医療体制の中で、引き続き「重点医療機関」の役割を担い、「中等症患者」までの入院医療を

受け持ちました。中等症を主とした本院のコロナ入院患者数は年間累計で２年連続５００名を超え、県全

体で見ても屈指の患者数であり、豊富な症例を治療する中で治療方法のノウハウも蓄積され、また、外来

では初期から帰国者・接触者外来を開設し多くの救急患者を受け入れ、県南地区におけるコロナ疑似症患

者に対応する第一線医療機関としての役割を果たしました。 

ワクチン接種にも積極的に関与し、実施主体である小山市と協議を重ねながら、住民ニーズを踏まえた

夜間接種、小児接種を実施するとともに、救急医療機能を有する病院として、副反応が発生する可能性の

高い方への接種を優先的に実施しました。 

対コロナ診療は、病室・人員・医療器材などは物理的に他病棟と交錯しないように一病棟に隔離・集約

しましたが、通常診療との両立を確保したのは、全職員がワンチームとして、互いに協力しつつ、それぞ

れの役割を果たした結果であると考えています。 
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３ 項目別の状況   

（大項目） 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

評価 評価理由等 

Ａ 当該大項目に関しては、計画を上回って進んでい

る（平均３．５）ことが認められたため、「Ａ」

評価とした。 

（中項目） 

１ 地域に密着した急性期病院として良質で安全な医療の提供 

◆ 年度計画指標 

  指標名 
Ｒ４（２０２２）年度目標

値 

Ｒ４（２０２２）年度実績

値 

Ｒ４（２０２２）年度達成

率 

救急外来患者数 ８，０００人 ８，０２５人 １００．３％ 

うち救急車搬送患者数 ４，１００人 ４，７０３人 １１４．７％ 

うち救急入院患者数 ３，２００人 ３，１４０人 ９８．１％ 
人間ドック １，８５０件 １，８５５人 １０３．１％ 
脳ドック（脳ＭＲＩ） ４００件 ４４９人 １１２．３％ 
心臓ドック １０件 １３人 １３０．０％ 
レディースドック ４５件 ３０人 ６６．７％ 

 

（小項目） 

（１） 診療機能の整備 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

地域住民の医療需要を

把握し適切に対応するた

めに、外部からの様々な声

と、本院が保有する各種診

療データの両面から検証

を重ね、高度専門医療の提

供と総診医の確保も含め

た中核病院としての機能

整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 コロナ診療と通常診療の

両立を掲げ、ウィズコロナ

の中での地域の医療需要の

把握及び各種診療データの

検証に努め、地域に密着し

た急性期中核病院としての

機能整備を継続的に進め

る。令和４年度診療報酬改

定に対応して、急性期～高

度急性期診療の更なる充実

を図る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度も引き続きコロナ対応の中で、通常診療との両立を念頭に病院機能向上に努めまし

た。令和４年度の診療報酬改定により、地域包括ケア病棟の要件がより厳しくなり、一方で、当

院の医師も順当に増員し、通常診療（急性期医療）の需要も増加傾向にあり、病床稼働率が年間

を通して安定的になっていたことから、地域包括ケアとして運用していた病棟（４４床）と一般

急性期の病棟（３９床）の入替を実施しました。これにより一般急性期の病床を５床増加させる

ことができ、コロナ禍でありながら、より急性期医療の充実を図ることができました。 

急性期病院の診療機能の指標となるＤＰＣ機能評価係数Ⅱについては、平成２６年度の参入時

点では、県内の対象１５病院の中で最下位であったものが、その後は毎年着実に上昇し、令和２

年度以降は、４位／１５病院にランクされるまでになりました。 

また、救急医療においては、「医師の働き方改革」への対応として、宿直体制の見直しを図りな

がらも、全体の受入人数を減少させることなく、医師の負担軽減を図ることができました。ただ、

救急搬送例は一向に増加傾向にあり、当院だけで需要に対応していくのは困難であり、地域と緊

密に連携し、また後方連携の充実も図っていく必要があります。 

コロナの診療においては、重症化よりも、より感染力が高まり、介護施設等のクラスターが頻

発し、それに関連した入院が増加、医療的ケアよりも介護的ケアの高い患者が増加した一方で、

退院が進まず、通常診療に影響を及ぼす事態に発展しました。また、感染拡大に伴い、職員の陽

性者も増加し、病棟運営も逼迫した時期もありましたが、医師を始め全職員が協力し、この事態

を乗り越えました。 

４ ４ コロナ対応の中、病院機能が向上

したこと、病棟運用の切替を行い、

一般急性期病床を増加し、急性期

診療機能の指標となるＤＰＣ機能

評価係数Ⅱが県内４位／１５病院

であることを評価します。 
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また、診療報酬改定で改編された感染対策向上加算の施設基準であるカンファレンスを県南健

康福祉センター並びに小山地区医師会と共に、年４回開催し、地域での感染対策向上に努めまし

た。 

今後は、絶えず変化する地域の医療ニーズに引き続き柔軟に対応し、当院の強みを活かしなが

ら、質の向上を図るとともに、連携医療機関の特長を把握し、地域全体で良質で安全な医療を提

供できるよう努めていきます。 

 （２）救急医療の取り組み 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

人的物的両面の状況を

常に鑑み、持続可能な救急

受入体制整備を行う。地域

医療機関、小山市消防本部

を始め近隣消防本部、その

他関係機関との連携を更

に深め、２４時間３６５日

断らない救急医療の維持

を継続する。 

公的病院の責務として、

コロナ救急診療にも万全を

期しながら、通常の救急医

療体制も維持し、地域医療

機関、小山市消防本部等と

の有効な連携を推進する。

令和６年度の医師の勤務時

間法規制への対応も踏ま

え、持続可能な救急診療を

提供するために、本院が２

－３次救急に特化できる地

域の救急医療体制の構築を

目指す。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 当院の基本方針である「断らない救急体制」の維持を中心に救急医療への取り組みを行いまし

た。基本的な施策として、小山市消防本部及び筑西広域市町村圏事務組合消防本部、令和４年度

より新たに石橋地区消防組合消防本部が参加する救急委員会での不応需事例の検証と改善、病床

利用状況の迅速な把握によるベッドコントロール等の救急応需可能な体制づくりに努めました。

結果として、救急車搬送件数４，７０３件（前年度比１３％増）、うち入院患者数は２，３０９件

（前年度比５％増）、全体の救急患者数は８，０２５名（前年度比３％増）、うち入院患者数が３，

１４０件（前年度比０．４％増）となりました。依然として、コロナの影響が感じられ、コロナ

禍前と比較すると、救急外来患者数（全合計）は１０％以上減少しているものの、救急車搬送件

数は過去最多となり、減少したのはウォークイン患者（直接、救急外来に来院したもの）であり、

また、救急からの入院率が向上していることも考えると、当院にとっては軽症者が減少し、より

重症者中心の適切な救急利用に結びついたと考えられます。 

なお、ウォークイン患者の減少については、令和３年１２月１日より時間外選定療養費（税込

７，７００円）の徴収を開始したことも少なからず良い方向に影響していると思われます。 

更に、医師の人員や働き方改革の関係で、宿直勤務についての見直しが検討され、令和４年１

０月より平日の宿直については、内科・外科と分けずに全科宿直とし、救急科専従医師を新たに

採用するとともに、毎週土曜日については昨年に引き続き外勤医師が担当する等、救急科の体制

構築を図りながら医師の負担軽減に努めました。 

小山地区夜間休日急患診療所から他院への紹介者２３８名のうち当院への紹介は２１７名で、

ほとんどが当院へ紹介されており、一次救急と二次救急の適正な機能分化と円滑な連携がとれて

いると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ４ 医師の宿直勤務、負担軽減に努め

「断らない救急体制」への検証と

改善、病床利用状況の迅速な把握

によるベッドコントロールが行わ

れたことから、過去最多の救急車

搬送件数の受入れを行ったこと、

一方で軽症患者の割合の多い直接

来院患者数が減少する等、より重

症者中心の適切な救急医療提供が

できたことを評価し、今後も維持

されることを期待します。 
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 （３）４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への対応 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

地域の中核病院として

近隣医療機関との連携と、

救急応需及び高度医療提

供を通じ、４疾病患者への

診療対応に貢献する。 

 

ア がん 

地域住民からのがん診

療における本院に対する

ニーズを把握しつつ、地域

の医療機関と連携し、がん

の専門治療（手術や化学療

法、緩和ケアなど）を行う。

放射線治療に伴うハード

整備の検討を継続する。 

 

 

イ 脳卒中 

小山市のみならず近隣

市町からの積極的な救急

応需と、脳卒中ケアユニッ

ト（ＳＣＵ）を有する脳卒

中センターの効率的な稼

働及び充実した診療体制

の維持に努め、地域の診療

ニーズに応えて行く。 

 

 

 

ウ 急性心筋梗塞 

循環器医師の増員と心

臓外科との連携強化に努

め、循環器センターの整備

を継続し、従来以上の循環

地域の中核病院として近

隣医療機関との連携と、救急

応需及び高度医療提供を通

じ、４疾病患者への診療対応

に貢献する。 

 

ア がん 

地域住民からのがん診療

ニーズを把握しつつ、当院の

特色を活かした がん専門

治療（化学療法や緩和ケアの

拡充）を着実に推進するとと

もに、引き続き発展を目指し

たハード整備も含めた検証

も進める。 

 

 

イ 脳卒中 

小山市及び近隣市町から

の救急需要に対し、脳卒中セ

ンターを中心とした診療体

制、脳卒中ホットラインを維

持することで、効率的かつ迅

速な対処に努める。 

 

 

 
 

 

 

ウ 急性心筋梗塞 

循環器内科と心臓外科と

の連携強化による、循環器疾

患応需体制構築に努めると

ともに、循環器ホットライン

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

ア がん 

 当院は、県南保健医療圏における「栃木県がん治療中核病院」に指定されており、がん患者の

状態やがんの病態に応じて手術療法、放射線療法、薬物療法等及びこれらを組み合わせた治療が

提供できる医療機関を目指しています。 

令和４年度の診療実績については、手術療法として開腹、腹腔鏡下、胸腔鏡下、内視鏡的の診

療機能を有しており、大腸がん２２１件（開腹４９件、腹腔鏡下８４件、内視鏡的８８件）で前

年度比８５件増、胃がん８０件（開腹２７件、腹腔鏡下１２件、内視鏡的４１件）で前年度比３

件減、肝がん３２件（開腹５件、動脈化学塞栓術２７件）でした。その他の部位としては、肺が

ん５件（胸腔鏡下５件）、乳がん９２件（切除７３件、摘出術１９件）、膀胱がん８１件（経尿道

的８１件）、腎（尿管）がん２０件で、コロナ禍に関係なく、平成２８年度以降、毎年度確実に右

肩上がりで増加しています。 

放射線療法は専門治療クリニックと連携することで延べ３０件提供することができました。薬

物療法は、入院外来それぞれで提供しており抗悪性腫瘍剤の点滴を延べ２，３１２件（対前年度

比１９％増）提供しました。 

なお、がん診療病院が行っている院内がん登録制度のもと、令和４年９月に報告した当院の令

和３年１～１２月実績は、８７６件で、前回報告比９８件の増加となりました。 

多職種連携によるチーム医療の提供をさらに充実させる観点から、地域の医療機関等との連携を

含め、チーム医療の提供体制の整備を進めていきます。 

 

イ 脳卒中 

 当院は、県南保健医療圏における「脳卒中地域拠点医療機関」に指定されており、脳卒中セン

ターとしてＳＣＵ（脳卒中ケアユニット）を有し、脳卒中専門医による急性期の診断及び治療を

２４時間３６５日体制で実施しています。脳梗塞に対する血管内治療について、ｒｔ－ＰＡ静注

療法、血栓回収療法とともに、標準的治療が提供できる体制が構築できています。 

令和４年度の脳卒中入院患者数は４８２件（脳梗塞３５０件、脳内出血１０７件、くも膜下出血

２５件）で県内随一の診療件数となっています。 

主な実績として、脳梗塞に対し来院後早期（発症後４．５時間以内）のｒｔ－ＰＡ（アルテプ

ラーゼ）静注療法は３２件、血栓回収療法は２０件でした。手術療法として脳出血に対する頭蓋

内血腫除去術７件、くも膜下出血に対する脳動脈瘤頸部クリッピング２０件実施しました。 

早期離床、リハビリテーションの取組みに加え、生活の質を向上させる観点から、就労両立支援

コーディネーターの配置等により、脳卒中患者の疾病罹患後の就労両立支援を推進しています。 

また、栃木県脳卒中発症登録に協力しており令和４年度分は４４２件（前年度比７件減）情報を

提供することができました。 

 

ウ 急性心筋梗塞 

 当院は、循環器専門医による急性心筋梗塞に対する医療提供体制を２４時間３６５日維持して

います。 

令和４年度の急性心筋梗塞患者に対する冠動脈インターベンション治療は９６件、その内、来

院後９０分以内の責任病変の再開通は８０件でした。冠動脈の狭窄を評価する心臓カテーテル検

査は６３７件でした。検査後、狭窄病変を認め治療に至った冠動脈インターベンション治療は３

４ ４ 患者の状態、病状に応じたさまざ

まな治療法を提供していること、

コロナ禍に関係なく４疾病の中で

も脳卒中と急性心筋梗塞において

県内屈指の治療件数であることを

評価します。 
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器疾患応需体制構築を目

指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 糖尿病 

糖尿病専門医師の確保

を常に意識し、地域におけ

る糖尿病の予防や合併症

治療等への住民意識向上

と専門的な治療の充実を

図って行く。 

を維持し、効率的かつ迅速な

対処に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 糖尿病 

 当院の役割として、地域に

おける糖尿病の予防や合併

症治療等への住民意識向上

を主眼とし、そのための活動

を進めて行く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２４件で県内屈指の診療件数となっています。 

心臓血管外科との連携が強化されており、虚血性心疾患に対する冠動脈バイパス術は１１件、

大動脈瘤切除術（吻合又は移植）は１８件実施しました。人工心肺を用いる開心術において、心

臓弁膜症に対する弁形成術及び弁置換術は１３件でした。 

心外膜や心筋、心内膜疾患、心臓弁膜症、冠動脈疾患、大動脈疾患、不整脈、内分泌異常など、

さまざまな要因により引き起こされる心不全に対する入院は３２５件あり、症状と身体所見、重

症度に応じた治療や、心不全療養指導士を配置することで退院後の自己管理による増悪及び再発

防止が指導できています。 

循環器の関連する疾患として不整脈疾患の専門的な治療にも注力しており、頻脈性不整脈に対

してアブレーションを８７件、徐脈性不整脈に対して心臓ペースメーカー移植術を６９件と、当

院医療スタッフの強い思いによって、県内屈指の急性心疾患患者への対応件数が維持されている

と考えます。 

 

エ 糖尿病 

当院は、県南保健医療圏における糖尿病専門治療を行う医療機関を担っています。 

糖尿病教室において、糖尿病という病気についての理解を深め、生活習慣や血糖コントロール

等の自己管理について学んでもらう勉強会を開催しています。また、糖尿病教育入院において自

己管理の大切さとその方法を学んでいただく入院医療を提供しています。 

令和４年度の糖尿病教育入院は６件でした。管理栄養士による食生活改善を目的とした栄養食

事指導は２，５８２件、血糖をコントロールするためインスリン自己注射は９１件導入しました。 

また、糖尿病の三大合併症と呼ばれる、神経が傷つくことによって起きる「糖尿病性神経障害」、

腎臓が悪くなる「糖尿病性腎症」、目に障害が生じる「糖尿病網膜症」に対する専門的な治療・重

症化予防の連携体制が構築されており専門医による医療が提供できています。糖尿病網膜症に対

するレーザーを６４件実施しました。 

今後も、糖尿病とうまく付き合っていくことが大切という理解が深まるような積極的な取り組

みを継続していきます。 
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（４）小児医療の充実 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

従来より進めてきた小

児医療体制の構築につい

て、地域からのニーズをし

っかり汲み取り、更に適し

た応需体制を検証しつつ、

その充実を図る。 

小児二次救急医療機関

として、三次救急病院と一

次医療機関との連携推進

に努め、地域的な小児救急

の安定的運営とレベルア

ップに寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急当直体制を含めた小

児医療体制について、地域

ニーズの汲み取りと応需体

制の充実を進めて行く。小

児二次救急医療機関とし

て、三次救急病院と一次医

療機関との連携推進に努め

ることで、コロナ禍でも安

心して、小児患者が利用出

来る環境づくりを目指す。

小山市との連携により小児

対象のコロナウイルスワク

チン接種を積極的に進め

る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

小児医療に対する当院の重要な役割として、救急診療とそこから繋がる入院診療を重要なポイ

ントと捉え、継続的に機能の充実に努めました。 

小児救急については、コロナ禍においても、３６５日救急受入体制を維持し、感染拡大時に一

時的に一部制限をすることはありましたが、令和４年度は１，４１８名小児救急患者を受け入れ、

令和３年度と比較し約１０％増加し、そのうち救急搬送受入件数は５４２件と令和３年度より約

４２％増加し、二次医療機関としての役割を充分に果たしているものと考えます。 

  また、社会的背景等から問題となっている虐待、精神疾患に伴う不登校、その他生活環境

の問題等、診療を通して情報を得たものについて、当院の小児科医が、行政機関（小山市）、学校、

警察署等の関係機関と連携し、小児ケース会議等により情報共有と患者にとって最適な改善策を

協議しました。 

コロナワクチン小児接種についても、小山市からの依頼により、小児で市内唯一の集団接種会

場として、小児科医の協力のもと、需要の高い夜間接種を継続して実施し、希望者へのワクチン

接種による感染拡大防止に努めました。今後も小山市と協議しつつ、継続していきます 

４ ４ コロナ禍においても、３６５日救

急受入体制が維持され、救急搬送

受入件数が令和３年度より４２％

増加していることを高く評価しま

す。又、市内唯一の小児の新型コロ

ナウイルスワクチン集団接種会場

として感染拡大防止に尽力いただ

いたことに感謝いたします。 

 （５）周産期医療の対策 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

二次周産期医療の在り

方について、行政や地域住

民からの意見をしっかり

受け止めつつ、検証して行

く。産科医師の確保、診療

体制の充実等に対しては、

行政サイドとも連携し、従

来通り病院全体での実現

努力を進めて行く。 

二次周産期医療機関とし

て、婦人科診療も含め、行政

や地域住民が本院に期待す

ることを検証し、可能なもの

から実施する。産科医師の確

保、診療体制の充実等に対し

ては、アフターコロナを見据

え、本院による医師獲得努力

と行政サイドとの連携で、産

科開設の実現に向け、努力す

る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 周産期医療における産科の再開については、社会的な産科医不足等が問題となっていますが、

コロナ蔓延後、産科予定病棟をコロナ専用隔離病床として使用していることもあり、医師確保を

含めた体制整備を進めることが出来ず、具体的な進展を図ることはできませんでした。そのよう

な状況の中で、当院として取り組める産科再開へ向けたマイルストーンとして、済生会宇都宮病

院、自治医科大学との連携により継続的な婦人科外来の実施を進めました。 

令和元年度から開始した「産後ケア事業」については、県南地区での先進的な取り組みである

こともあり、前年度に引き続き、小山市、野木町、栃木市、佐野市の３市１町と契約を締結し、

公的医療機関の役割として、行政との綿密な連携の中で、積極的に業務拡大を図る計画でしたが、

コロナ院内感染対策の問題等もあり、結果的に取り扱うことが出来ず、休止状態となってしまい

ました。令和５年度以降、アフターコロナの中で、住民ニーズを考慮した持続的安定的事業手法

を構築したいと考えます。 

 

 

２ ２ 社会的な産科医師不足の中、他医

療機関との連携により、継続的に

婦人科外来を継続できたことを評

価します。 
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（６）災害時における医療協力 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

災害医療への貢献を可

能とすべく、地域災害拠点

病院に準じた人的物的体

制整備を、今後も進める。

具体的には、病院事業継続

計画（ＢＣＰ）の更なる整

備と実施訓練、災害医療チ

ーム（ＤＭＡＴ）の円滑な

活動体制構築を中心に、止

むことのない医療提供の

実現を目指す。 

災害拠点病院として、病院

事業継続計画（ＢＣＰ）整備

と実施訓練、災害医療チーム

（ＤＭＡＴ）の円滑な活動体

制構築に向け、計画的に着実

に進めて行く。コロナも含め

た災害医療への貢献に繋が

る行動を、積み重ね、災害対

応での本院の存在意義を高

める。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度は、コロナ禍であっても、６月と１０月に院内防火避難訓練を完全実施しました。

６月の訓練では、「火災確認」「通報連絡」「自衛消防隊設置」「避難誘導」「初期消火」の訓練を、

１０月は夜間を想定した同訓練を実施し、病院内で各職員が安全・確実に行動出来ること及び防

火に対する各職員の理解を深めることに結び付いたと考えます。 

また、４月１日付で災害拠点病院の指定を受け、年度末の３月に２年連続してＢＣＰ（業務継

続計画）に即した防災訓練を実施しました。訓練では、震度６強の大地震の発生を想定し、「院外

傷病者受入（トリアージ）訓練」「小山市消防本部との連携訓練（救急車からの患者受入訓練及び

他院への患者搬送訓練）」などを盛り込み、将来起こりうる大地震等の災害に対して、当病院が地

域の中核病院としての役割を担っていることを認識し、各職員が安全・確実に医療活動を継続で

きるよう実施し、参加人員は９４名となり、これまでで最多人員での訓練となりました。防災訓

練を通してＢＣＰのより実践的なものへの更新など、災害医療への対応力向上を図ります。 

ＤＭＡＴ（災害医療支援チーム）については、令和５年３月に栃木県ＤＭＡＴ養成研修に新た

に５名を派遣し、日本ＤＭＡＴ隊員９名、栃木県ＤＭＡＴ（ＬＤＭＡＴ）隊員７名の計１５名体

制となりました。ＬＤＭＡＴの隊員７名については、次年度に日本ＤＭＡＴ養成研修の受講、ま

た必要に応じてＬＤＭＡＴ養成研修の追加受講を進め、さらなる体制充実を図ります。 

実際の活動においては、コロナ感染拡大時の所謂第７波、第８波期間中に栃木県コロナ入院医

療調整本部への派遣依頼に基づき、令和４年８月から９月にかけて１０日間延べ１３名、令和４

年１２月２９日～令和５年１月４日のうち、１日間１名のＤＭＡＴ隊員を同本部へ派遣しまし

た。 

外部の訓練等については、令和４年９月に茨城県を会場として開催されたＤＭＡＴ関東ブロッ

ク訓練に初参加（１チーム）、また令和４年１２月に栃木県・栃木市総合防災訓練に参加（１チー

ム）、その他ＤＭＡＴ技能維持研修を６名修了しています。 

各地で地震も多発しており、ＤＭＡＴのより実働的な運用体制と、院内に向けての啓発活動等

の充実を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ ４ 

 

地域災害拠点病院の指定を受け、

ＢＣＰに即した防災訓練が実施さ

れたこと、ＤＭＡＴ養成研修や、外

部研修への積極的な派遣を評価し

ます。 
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（７）感染症医療の対策 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

院内感染対策チームを

中心に情報の１元化を図

り、職員間の情報共有や初

動体制を強化し感染拡大

防止に努め、医療崩壊を阻

止する。 

所轄保健所・医師会・近

隣医療機関・市役所等との

連携は、必要不可欠であり

密接な関係構築を推進す

る。 

コロナを含めた新興・再

興感染症に対し、所轄保健

所・医師会・市役所・近隣

医療機関と連携・調整を図

り、地域全体が一丸となっ

て感染拡大防止に努める。 

また、院内感染防止に最

大限尽力し、医療崩壊を防

ぎ、地域中核病院としての

医療機能維持の使命を全う

できるよう全職員で対応す

る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

昨年度に引き続きコロナ禍による業務過多の中で、当院は地域中核病院として、役割機能喪失

をすることなく、医療・看護・介護を提供する必要があると考え、通常診療上の感染対策を着実

に継続しながらその使命を果たしました。医療法や診療報酬に則り、毎月１回の院内感染防止対

策委員会（ＩＣＣ）の開催、マニュアルの更新、状況に応じた臨時会議の開催等を実施し、医療

関連感染の防止に努めました。 

コロナの院内クラスター発生時も、この困難の時期を感染対策への更なる知識と技術習得の機

会と捉え、各専門職（医師・薬剤師・臨床検査技師・看護師）で構成されたコアメンバーによる

ＡＳＴ（抗菌薬適正使用支援チーム）ラウンド、病棟ラウンドを毎週実施、加えて、ＩＣＴ（感

染制御チーム）及びリンクスタッフによる院内ラウンドを強化し実施しました。また、隔週に定

例ＣＯＶＩＤ－１９対策会議を開催し、審議・報告・連絡事項など職員間で情報提供と共有を行

いました。院内へ持込み、院内発症、院外への持ち出しを防止すべく感染対策に注力し、患者や

外部業者への健康チェックの出入口での体温測定・マスク着用・アルコール消毒の徹底と全面面

会制限など、院内にかかわる全ての人々に理解と協力を得て継続的に実施しました。このような

活動を通し、各部署での問題点、指摘事項に対する改善に病院一丸となり取り組むことが出来ま

した。 

令和４年度の診療報酬改定を受け、当院は感染対策向上加算１を取得しました。加算１の病院

の役割として、当院では保健所及び地域の医師会と連携した上で、地域の医療機関との感染対策

での連携制度を構築し、合同カンファランス３回、合同訓練１回、他医療機関への訪問による助

言指導４回、地域の医療機関からの感染症発生等の報告制度等を行い、地域全体での感染対策の

徹底に努めました。 

具体的なコロナ診療に関しては、一般外来・救急外来受診で発熱者や疑い患者の受診フローに

従い実施し、県南健康福祉センターや医師会と連携しながら進めました。 

また、公的医療機関の役割として、行政及び地元医師会が中心となり実施したＰＣＲドライブス

ルー検査の協力と小山市が主体のワクチン接種への協力も継続して行い、救急医療機能を有する

病院として組織全体「ワンチーム」でコロナ３年目を乗り越えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ４ 感染症対策向上加算１を取得し、

保健所及び地域の医師会と連携を

行い、地域の医療機関との感染対

策での連携制度が構築されたこと

を評価します。 
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（８）予防医療の充実 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

人間ドック・健診機能評

価施設として質の高い検

査技術、検査精度、施設環

境と顧客満足度向上のサ

ービスを担保しながら新

たな検査（心臓ＭＲＩ検

査）、保健指導システムの

整備を図りより利便性の

高いものとする。その一環

として、市民がオプション

項目として利用し易く、十

分有効な検査である「脳Ｍ

ＲＩ」を、「脳ドック」に代

えて、指標項目に設定し、

推奨する。生活習慣病、が

ん、脳心血管病に対する早

期発見、早期治療の推進と

ともに疾病の重症化予防

のための保健指導の取り

組みを継続し指導の成果

と実績をあげる。国の保健

事業政策に準じた方向性

を一とし、後期高齢者の多

面的フレイル（フィジカ

ル・メンタル・コグニティ

ブ）予防に関したドックの

構築を図る。また、小山市

や医療関係機関と連携し、

高血圧重症化予防事業や

予防医療に関する普及・啓

発活動を推進する。 

人間ドック・健診機能評

価施設として質の高い検査

技術、検査精度を担保しな

がら、安心安全な施設環境

と顧客満足度向上のサービ

スを提供する。動脈硬化の

程度など、動脈の最新の状

態を知ることができる頸動

脈エコー検査を積極的に勧

めるとともに、新たな検査

を視野に入れながら、様々

なオプション検査を提供

し、多視点での健康評価を

推奨してゆく。保健指導対

象者の利便性の向上を図る

ため導入した、電話、メー

ル、オンラインの遠隔保健

指導の拡充に努める。生活

習慣病、がん、脳心血管病

の早期発見、早期治療、疾

病の重症化予防に資するた

め、受診日当日の結果説

明、指導の取組みを継続

し、２０２３年人間ドック

機能評価施設更新に備え

る。国の保健事業政策に準

じ、後期高齢者の多面的フ

レイル（フィジカル・メン

タル・コグニティブ）予防

に関する後期高齢者ドック

の新設を検討・実施してい

く。小山市その他の医療関

係機関と連携し、高血圧重

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 例年と同様に感染リスク防止対策に努め、各種検査の順路等に配慮するなどの措置を講じまし

たが、コロナ感染に係る直前キャンセル等が増加し、受診者数、収益とも一昨年と同程度にとど

まりました。 

日本初として導入しました生活習慣病リスクを見える化する血液検査「マイナイチンゲール」

検査を希望される受診者が大きく増加し、順調に受診者数を伸ばした脳検査とともに、その拡充

が図れました。しかしながら、コロナウイルス感染に係るキャンセル等により、多くのオプショ

ン検査が、当初に定めた目標値（受診者数・収益）に到りませんでした。 

特定保健指導ではＩＣＴを活用し、受診者のライフスタイルに合わせた保健指導形態を自ら選

択できる体制を維持し、受診者の指導脱落防止に効果がありました。二次受診率は７０％以上を

維持できました。また、Ｃ判定（要再検査・生活改善）者の重症化予防に関する当院のフォロー

アップ採血制度は２年目を迎え、各支援の指導効果は前年度を上回りました。 

減塩・生活習慣病予防の集団指導の取組みの一環としてのドック食は、例年と同様にさまざま

なコンセプトをメニューに盛り込み、塩分：２．６ｇ、無塩食パン・ロールパンを使用した【地

中海減塩洋食】を、オリジナルの食生活改善資料と共に提供しました。 

本年度も夏期、冬季の２回全受診者を対象にアンケート調査を実施し、受診者満足度は９５％以

上を保持できました。 

健康運動指導士を育成し、多面的フレイル予防に資するフレイルドックを新設し、令和５年度

からを開設する運びとなりました。 

予防医療に関する普及・啓発活動を推進するため、「高血圧重症化予防」「コロナ禍におけるド

ック・健診の新たな健康評価」などの講演会を開催するとともに、機能評価認定施設の認定更新

を視野に入れながら、人間ドック学会・日本産業衛生学会にて多くの演題を発表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ４ 新型コロナウイルス感染症の感染

拡大に伴う直前キャンセルで、受

診者数は減少したが、脳検査や新

たな血液検査、フレイルドックの

新設など市民への予防医療に関す

る普及・啓発活動を積極的に実施

いただいている事を評価します。 
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症化予防事業、予防医療に

関する普及・啓発活動を推

進する。 

（９）医療安全対策の充実・強化 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

医療安全対策の組織風

土を醸成させることで医

療事故の減少を図る。職員

全体で医療安全に取り組

み、患者が安心して安全な

医療を受けられる環境の

提供に努める。 

今年度も研修等の具体的

活動を通し、医療安全に対

する組織風土の醸成を継続

し、組織全体で医療安全に

取り組むことで、チーム医

療として職員間の連携を深

め、安全な医療の提供を図

る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

医療安全対策においては、毎月１回、医療安全対策委員会及びリスクマネジメント部会を開催

して、職員から報告されたインシデント・アクシデント事例の分析を行い、医療事故を未然に防

止するために業務改善策や再発防止策を策定して院内連絡会議や各委員会、ミーティングなどで

職員への周知徹底を図りました。また、職員の医療安全への関心を高めるため、インシデント報

告のうちヒヤリ・ハット事例において、毎月メンバーで投票を行い、１位の部署に「ファインプ

レー賞」として表彰状を贈るなど、継続的に医療安全に対する組織風土の醸成を図る活動に取り

組みました。 

年２回（６月・１１月）の医療安全推進週間では、職員に対する医療安全研修（コロナ禍によ

り、全職員・派遣委託職員も含めたＷＥＢ研修）やメンバーによる院内安全確認ラウンド、部署

リスクマネジャーによる活動報告を行いました。 

平成２８年度末より、院内死亡症例を全例院長に報告し、適宜症例検討（Ｍ＆Ｍカンファレン

ス）を実施する制度を整備し、そのうち予期しない死亡症例については、国の医療事故調査制度

に則って対応しました。 

各部署のリスクマネジャーの能力確認表に基づき年３回（５月・１１月・２月）評価を行い、

個々に合った指導を行いました。 

患者・家族の苦情やクレーム、相談に対しては、認定医療メディエーターが中立的な立場で話

を聞き、医療者との対話を促進して関係修復を図るように努めるとともに、医療事故の対応を適

宜行っています。 

個人情報保護法改正の令和５年度適用を考慮し、情報漏洩に関するインシデント報告の共有・

検証等を徹底し、職員への事例の周知やヒューマンエラー防止のための「コピー等の裏紙使用禁

止ルール」を定め、再発防止に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ３ 継続的に医療安全に対する組織風

土の醸成を図り、さらに個人情報

保護法改正に伴い情報漏洩につい

ても報告の共有・検証が徹底され

たことを評価します。 
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（１０）地域の保健・福祉関係機関との連携の継続 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

中核病院として地域の

医療対応を担う当院と、

様々な要因から社会福祉

的な関与を要する住民へ

の対応を担う各関係機関

との連携を密にする体制

づくりへの継続的な取り

組みを行政と共に行う。 

コロナ対応も含め、本院

と、社会福祉的な関与を要す

る住民への対応を担う各関

係機関との連携体制づくり

に対し、より具体的な活動を

検討しつつ、行政も交えた取

り組みを、継続して行く。地

方独立行政法人の役割とし

て、設立団体（小山市）との

連携を更に強化する。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

当院は総合診療を行う地域中核病院として、様々な保健・福祉的・社会的に問題のある患者と

の関わりが多い中で、公的医療機関の役割として、患者支援センターを中心に、通常診療行為以

外の保健・福祉的対応にも積極的に関与してきました。 

具体的には、社会的背景等から問題となっている小児にかかる虐待、精神疾患に伴う不登校、

その他生活環境の問題等、診療を通して情報を得たものについて、行政機関（小山市）、学校、警

察署等の関係機関と連携し、小児ケース会議等により情報共有と患者にとって最適な改善策を協

議しました。 

また、小山市自殺対策協議会や小山市在宅医療介護連携推進会議、小山市認知症総合支援会議

等の行政機関が設置する組織に参加し、関係機関との意思統一や連携を図るともに、日々の通常

診療においても、患者支援センタースタッフ全員が患者の立場に立った対応で相談、検討をする

中で、経済面の問題（生活保護）や介護対応（介護保険等）の必要性を判断し、執行機関とのパ

イプ役を担いました。 

身寄りのない患者さんの御看取り後の諸問題（葬儀、火葬、埋葬）においても、自治体の福祉

担当部署およびＮＰＯ法人等と連携し、医療機関として人生の最後まで責任を持って対応しまし

た。 

 

３ ３ 公的医療機関の役割として、患者

支援センターを中心に、行政機関、

学校、警察など関係機関と連携し、

患者の立場に立ち対応を行ってい

ただきました。今後も地域の関係

機関との連携強化をお願いいたし

ます。 
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（中項目） 

２ 医療提供体制の充実 

◆ 年度計画指標 なし 

 

（小項目） 

（１）医療人材の確保と育成 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

ア 医師をはじめとした

医療従事者については、自

治医科大学地域臨床教育

センターをはじめとして、

関係する大学、養成学校

等、関係機関との連携を強

化することにより、その確

保に努める。 

 

イ 院内教育委員会によ

る病院全職員を対象とし

た研修を実施するととも

に、職種ごとに研修等の実

施・参加に努め、専門医、

研修指導医、認定看護師、

特定看護師等の資格取得

に励む。また、それらに対

する支援制度を充実させ、

職員が積極的に資格取得

に取り組める環境づくり

を進める。 

 

ウ 臨床研修プログラム

の充実を図り、研修医の積

極的な受け入れに努める。 

ア 医療情勢に対応した

法人の役割及び医療機能

を最大限発揮するため、事

業の進捗・法人の収支を考

慮し、台学等関係機関との

連携強化に努め、計画的に

必要な医療専門職の確保

に努める。 

 

イ 院内教育委員会によ

る病院職員としての全体

研修を実施するとともに、

専門医、研修指導医、認定

看護師、特定看護師等の資

格取得に対する支援制度

の充実を図る。 

 

ウ 臨床研修プログラム

の充実を図り、研修医応募

人数の増加を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度は新たな診療科の設置はありませんでしたが、基幹型臨床研修病院の指定を受

け新たに２名の初期臨床研修医を採用しました。また、積極的な医師確保の取り組みにより

初期臨床研修医を含む医師数は７０名となり、前年度比４名の医師の増員となりました。 

看護師については、大学・看護師養成学校への訪問や就職説明会等への参加を積極的に行

いその確保に努め、前年度比１名の増員となりました。また、本年度も患者のＡＤＬ（日常

生活動作）向上を目的とする医療と介護の連携を目指した介護福祉士の増員整備を図りまし

た。 

医療技術職についても、定期採用による安定的な人材確保に努め、医師の働き方改革を進

めるためのタスク・シフト／シェアに向け整備を図りました。 

令和４年度も、認定看護管理者教育課程において各段階で研修修了者（サードレベル１名、

セカンドレベル２名、ファーストレベル２名）を増加させ、また、特定行為研修を２名が受

講し着実に看護師の育成が進んでいます。 

医療技術部の各部門においても、自治医科大学その他の関係機関で開催された研修等に積

極的に参加し、医療技術の向上に努めました。また、病院として数年前から第一種衛生管理

者の育成に務めていますが、本年度も３名の資格者を出すことができました。 

全職種による階層別研修については、管理職と１０年目職員を対象とし外部講師による研

修を行いました。宿泊による１年目リフレッシュ研修、日帰り・宿泊による入職３年目職員

研修を行い多職種によるコミュニケーションを学びました。 

４ ４ 初期臨床研修医を含む医師数が７０名に

倍増したこと、介護福祉士や医療技術職

の定期採用を行うなど、人材確保に努め

ていること、また、関係機関での研修等

への積極的な参加や階層別研修の実施、

第一種衛生管理者の育成などを評価しま

す。 
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 （２）事務職員の確保と育成 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

院内教育委員会による

病院全職員を対象とした

研修への積極的な参加は

もとより、事務部門各課等

への事務職員の計画的な

配置、労働局、その他の関

係機関による研修等への

出席、社会保険労務士等か

らの支援、人事評価の活用

等により、資質、経営力の

向上を図る。 

ア 年齢構成を考慮した

総合職事務職員の計画的

な採用に努める。 

イ 事務職として各分野

でのスペシャリスト育成

のため、専門資格の計画的

取得を推進するとともに

各種研修等への参加、人事

評価の活用等により資質

の向上を図る。 

ウ 労働局、社会保険労務

士等からの支援を受けな

がら、病院の経営に関する

知識、経験を深める。 

 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度は、事務部職員は病院の根幹を支え病院の成長と将来を左右する基盤であると

いう認識から、事務部職員の全体的な質の底上げと年齢構成を考慮し、ＷＥＢ媒体等を活用

した積極的な採用活動を行い、中途採用者２名を採用しました。 

各所属の必要な資格やスキルを洗出し、資格取得に向け学習するとともに有用な研修会等

に積極的に参加しました。また、人事評価の結果を活用し自分の評価や成長に向けた方向性

が確認できるよう、年３回の面談を行い資質の向上に向けた取り組みを行いました。 

定期的な社会保険労務士との打ち合わせや労働局への問い合わせ等を行い、働き方改革関

連法や適宜行われる労働法関連の法改正の理解や適切な対応に努めました。 

３ ３ ＷＥＢ媒体等も活用し、積極的な採用活

動を実施したことや各所属に必要な資格

取得の洗出しと積極的な研修参加や法改

正への対応などが適切に行われている事

を評価します。 

 （３）信頼性の確保 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

『病院機能評価機構』を

始めとした第三者機関か

らの適正な評価を受けつ

つ、その評価向上を目指す

プロセスを通じて、医療提

供能力の実質的な向上を

図る。 

本年度に実施する『病院

機能評価機構』の中期評価

を踏まえ、項目毎に更なる

レベルアップの施策を検

討し、医療提供能力の実質

的な向上を目指した活動

を行う。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

当院では、「病院機能評価」や「クリニカルインディケーター事業」への参加を通じ、医療

提供レベルの質向上及び信頼性の確保を図っています。 

令和２年度に受審し、高評価（８８項目中、Ｓ評価：１項目・Ａ評価：８１項目・Ｂ評価：

６項目）で認定（有効期間５年間）を受けた公益財団法人医療機能評価機構による病院機能

評価（３ｒｄＧ：Ｖｅｒ．２．０）について、令和４年度は期中の確認の年にあたり、全項目

の振り返りを実施し、現状の自己評価（８８項目中、Ｓ評価：０項目・Ａ評価：８３項目・Ｂ

評価：５項目）を行いました。 

令和５年度は次期更新に向けてキックオフミーティングを開催し、ＰＤＣＡサイクルを回

しながら病院の質改善の向上に努めていきます。 

クリニカルインディケーター（臨床指標）事業においては、令和４年度も引き続き日本病

院会ＱⅠプロジェクトに参加しました。診療の質のフィードバックを行い医療の質改善に取

組めています。また、ホームページには、ＤＰＣデータを基に算出した病院指標を掲載して

医療の質改善を目指しました。 

Ｍ＆Ｍカンファレンス、ポットラックカンファレンス等の症例検討会はＺＯＯＭ等を活用

しながら継続的に実施し、様々な医師のアドバイスを求め医療の質向上に努めています。 

３ ３ 公益財団法人医療機能評価機構による病

院機能評価の実施、日本病院会ＱＩプロ

ジェクトの参加を行い、病院の質と医療

の質の改善に取組んでいる。ホームペー

ジへの病院指標も掲載し医療提供レベル

の質向上及び信頼性が確保されている事

を評価します。 
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（中項目） 

３ 患者・住民の満足度の向上 

◆ 年度計画指標 

  指標名 Ｒ４（２０２２）年度目標値 Ｒ４（２０２２）年度実績値 Ｒ４（２０２２）年度達成率 

患者満足度 「満足」の割合が 

５０．０％以上 

「満足」割合が 

５１，８％ 

１０３．６％ 

ボランティア登録人数 ８０人 ６０人 ７５．０％ 
 

（小項目） 

（１）患者中心の医療 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

安心して入院医療が受

けられるように、入院前か

ら栄養や薬剤などの管理

を多職種で行い、入院中か

ら退院調整を多職種で開

始することで患者・家族の

希望をかなえます。入院さ

れる患者に限らずアドバ

ンスケアプランの作成も

丁寧な話し合いをするこ

とで普及させ、必要に応じ

て院内倫理委員会で検討

を重ねます。 

入院前から医師、看護師

やＭＳＷなどの多職種が

積極的にかかわりを持ち、

入院から退院、その後の方

針に向け患者・家族のため

の最適な退院支援を行う。

これにより退院時には在

宅に限らず医療機関や介

護・福祉施設を含めた情報

を提供して満足度を高め

ていく。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 当院の特徴的取り組みとして、患者支援センターを設置し、通院・入院にかかわらず多職種

による多方面からの支援を行っています。通院中の患者に対しては、相談窓口を設け、患者・

家族の相談に速やかに対応できる体制が整っています。担当医師からの依頼を受け、ＭＳＷ、

保健師、看護師が、在宅診療所や訪問看護ステーション、地域包括支援センター、行政や事業

所と連携し、患者・家族が安心して療養生活が送れるように様々な相談に応じています。相談

内容は、逆紹介先の案内、医療費、介護保険を含めた福祉相談、がん相談など多岐にわたって

います。令和４年度の相談窓口対応は２，０５０件と年々増加傾向にあります。 

入院前支援として、予約入院の患者に対し、入院生活の説明や、患者からの情報を収集し、

褥瘡危険因子および栄養状態の評価、服薬中の薬剤確認、クリティカルパスの説明、総合機能

評価の測定、せん妄ハイリスクの評価、転倒転落のリスクアセスメント、医療費に関わる説明

の他、身体的・精神的・社会的問題を入院前に抽出し、退院困難な要因を有する患者に対し早

期に住み慣れた地域で療養や生活を継続できるように、支援をしています。また、緊急入院の

患者に対しても、入院後早期からＭＳＷ・看護師・保健師が中心となり、退院支援計画を立案

し計画に沿って、医師、病棟スタッフ、リハビリテーション部門、栄養課などの多職種で関り、

情報の共有と支援の充実に努めています。また、患者・家族の入院生活や退院後の生活の不安

軽減に向けて、外部の施設や事業所とも連携を強化し、円滑な支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

４ ４ 

 

患者支援センターの設置により、多職種

による多方面からの支援が行われている

こと、患者支援センターでの相談対応件

数が年々増加傾向にあり、外部の施設や

事業所とも連携され、円滑な支援が行わ

れている事を評価します。 
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（２）快適な医療環境の充実 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

 患者が診察・検査等の待

ち時間に使えるＷｉＦｉ

環境の提供を開始し、診察

順番の呼び出しアプリケ

ーションの導入など、密に

ならずにすむ待合室とな

るよう検討します。 

コロナ禍においては玄

関での検温・手指消毒を徹

底することで感染の不安

を軽減し、また入院中にご

家族との面会も制限され

ることから通信手段を活

用することで電子機器等

を用いた面会方法を充実

させて不安解消や寂しい

気持ちになることが無い

様に努め、コロナ終息後も

デジタル化による利便性

向上を図ります。 

 患者にとって最適な待

合スマホアプリの活用を

検討する。また、病院での

感染に対する不安解消を

目的に検温と手指消毒を

徹底するとともに、患者ア

ンケートで指摘された設

備や清掃、食事や面会など

の問題点について、病棟全

体会議で検討し、一歩一歩

着実な改善に努めること

で医療環境のレベルアッ

プを図る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度も、患者アンケートを参考に、環境面等での様々な問題点について、全体病棟会

議で検討し、スピード感を持ちながら、患者及び当院職員における医療環境の向上に努めまし

た。実施に至った主なものは、地独法化１０周年記念事業としてロータリーの『あしなりガー

デン』を癒しある休憩スペースとなるようにインターロッキング敷きに修繕しました。また、

一部の受付カウンターで隣接する患者のプライバシーに配慮して隔て壁（パーテーション）を

造作しました。職員向けには、３か所の出入口ドアを自動ドアに修繕して非接触化及び業務効

率の向上に取り組みました。 

コロナ禍における特別対応も継続し、玄関での検温・手指消毒を徹底することで外来・入院

中の感染の不安を軽減させる取り組みを継続しました。また、コロナ禍後に院内全域に導入し

た患者用Ｗｉ－Ｆｉシステムについても、患者サービスとして好評を得ており、これを活用

し、コロナ感染防止のための全面面会制限時でも家族のコミュニケーションが図れるように、

オンライン面会を継続するとともに、感染の拡大状況に応じて面会制限を柔軟に変化させる

等、 コロナ禍の中でも、常に状況に応じた患者にとって快適な療養環境を目指しました。 

その他、医師の電子カルテ操作習熟度向上を目指した診療情報管理係及びシステム管理室

による電子カルテ操作サポート、ＩＴを活用した診察や検査等の患者待ち時間短縮の検討も

継続しました。これからも快適な院内環境とはどのようなものか、様々な意見をいただきなが

ら、環境整備に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ３ 休憩スペースの創設、パーテーションの

設置など患者アンケートから環境面の向

上に対応していること、患者用Ｗｉ－Ｆ

ｉシステムを利用したオンライン面会が

継続されていること、自動ドア化により

非接触化と業務効率の向上が職員向けに

も行われている事を評価します。 
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（３）患者・来院者及び地域住民の満足度の向上 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

医療提供に関する設備

面の充実を進めることと

同時に、職員全員が患者に

寄り添うことを第一に考

えたサービスの実践に努

める。そのための方策とし

て、従来の患者満足度の把

握による応対の検証をこ

の中期計画期間は続ける

が、将来的には『ペイシェ

ントエクスペリエンス（患

者経験価値）』による医療

サービスレベルの検証を

取り入れ、サービス向上を

目指す。その準備も進めて

行く。 

 医療提供に関する設備

面の充実、老朽化対策と同

時に、ホスピタリティ１０

箇条の精神に則り、職員全

員が患者に寄り添うこと

を第一に考えたサービス

の実践に努める。コロナ禍

の中でも、従来の患者満足

度の検証による改善活動

を着実に実施しながら、患

者サービス向上を図る。医

療サービスレベルの検証

を取り入れる目的で参加

した『ペイシェントエクス

ペリエンス（患者経験価

値）』研修修了者を中心に、

当院において最適な実践

方法の検討を行い、本年度

は満足度の向上に繋がる

アンケート内容及び手法

（ＷＥＢや郵送を含めた）

を検討し、実践する。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度も、感染対策に注意しながら入院患者に対し、退院時に患者満足度調査をお願い

してきました。当院の特徴として通年で全入院患者に依頼させていただき（他の医療機関で３

６５日体制の実施例は見当たりません。）、多くの方の協力を得られました。これは、昨年に引

き続き、患者さんの声をより多くいただき、接遇改善に活かしていけるよう、事務職員が毎日

担当を決め退院する患者さんにお声かけをした結果と考えます。外来満足度調査は、新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止のため実施できませんでしたが、入院患者満足度調査では医師・看

護師・技師・事務員等の人的サービスや病院全体に対する満足度は、「満足」と「ほぼ満足」

を合わせて約９０％を維持しています。 

この入院患者満足度調査の結果をもとに、病棟別の会議、院内全体での全体病棟会議にて、

医師・看護師等関係職種が毎月話し合いを持ち、具体的な改善を検討・実施することにより、

患者等の満足度向上を図る仕組みが当院では定着し、機能していると考えます。 

患者、来院者等に向けて、入院患者満足度調査結果は、玄関エントランスや各フロアのディ

ルームでの掲示にてお知らせし、外来満足度調査の結果は、これを掲載した院内広報誌『ひと

とのや』を院内各所に設置し、公表しています。外来患者待ち時間の苦痛緩和策としては、外

来看護師の巡回による目配りと患者への声かけを継続してきました。 

また、更なる患者満足度の向上を目指し、「ペイシェントエクスペリエンス（患者経験価値）」

による医療サービスレベルの検証を取り入れる目的で、研修会に職員を参加させ、知識習得に

努め、病院機能評価項目に採用された時点で実施を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ３ 

 

患者満足度調査の結果をもとに具体的な

改善を検討・実施していること、更なる

向上を目指し、研修会への職員参加が行

われていることを評価します。 



 

21 

 

（４）職員の接遇向上 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

患者サービス向上委員

会を中心に、患者サービス

の在り方を常に考え、接遇

関連研修等はもとより、職

員全てが、適正な医療提供

と環境整備に努めるとい

う側面も重要な接遇サー

ビスであることを認識し、

行動する。 

 コロナ禍であっても、Ｗ

ＥＢ等を活用した接遇関

連研修等を通じて、より良

い患者サービスの在り方

を各職員が身につける機

会を提供出来るよう、患者

サービス向上委員会中心

に進めて行く。まずは、ホ

スピタリティ１０箇条の

精神に則り、職員の意識付

けに努める。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度も、前年度同様にコロナ診療への集中と、職員も含めた感染防止対策を徹底する

ために、全職員を対象とした接遇研修会は昨年度同様ＷＥＢにより実施し、引き続き職員の接

遇意識向上に努めました。 

また、全職員は、勤務評価項目として定着した「新小山市民病院ホスピタリティ１０か条」

を常に名札の後ろに携帯し、繰り返し目に出来るようにするとともに、パフォーマンスレビュ

ー（人事評価）の評価項目として重要視することにより、病院職員としての接遇の重要さを常

に認識するように取り組んでいます。 

職員による１階ロビーでの「あいさつ運動」は、コロナ感染防止のための正面玄関での検

温、消毒活動と連動させ、当病院の顔として毎日２名で実施し、多くの職員が参加していま

す。あいさつは接遇の第一歩です。今後も大切にしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

３ ３ ＷＥＢでの研修を行い、「新小山市民病院

ホスピタリティ１０か条」を人事評価の

項目として重要視し、職員として接遇の

重要さを常に認識する取組を評価しま

す。 

（５）ボランティアとの協働によるサービスの向上 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

コロナ禍においてはボ

ランティア活動も制限さ

れるが、ソーシャルディス

タンスも考慮しつつ、患

者・家族・来院者に提供で

きる活動内容を各ボラン

ティアと協議・見直しを行

い拡充に努めます。 

昨年度に引き続き、感染

防止対策に重点を置いて

各団体と協議を行いボラ

ンティア登録者数の維持

に努める。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度のボランティア活動も、過去２か年同様、コロナ禍の影響による一部活動の自粛

を余儀なくされました。しかしながら逆風の中にあっても、感染防止に留意しつつ、ボランテ

ィア登録者の方々と協力しながら最大限のサービス向上に努めました。正面玄関付近にて院

内のご案内や車いすへの移乗、再来受付機・自動精算機の利用補助等を行っていただく『外来

介助ボランティア』では、利用者の方との積極的なコミュニケーションによりホスピタリティ

ーの強化を図りました。また正面玄関前に位置する花壇と「あしなりガーデン」の植栽や除草

作業などを行う『園芸ボランティア』では、当院の地独法化１０周年を記念した植樹や庭園整

備事業にも取り組み、来院者の大いなる癒しにつながる活動を実践することができました。 

活動できなかった『図書ボランティア』（患者用図書の貸出等）と『レクリェーションボラ

ンティア』（入院患者への各種レクリエーションの提供）の早期再開を含め、引き続きボラン

ティア登録者数の維持・拡大に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ３ コロナ禍の中でも、ボランティアの方々

と協力しながら最大限のサービスを提供

できたことを評価します。 
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（６）病院に関する情報の積極的発信 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

当院の診療及び地域に

おける役割に対する取組

を、広報誌、ホームページ

等の媒体を中心に、積極的

な発信を行う。こうした方

法を通じて、地域住民の医

療に対する関心を深め、医

療提供の円滑な運営に寄

与出来るよう努める。 

 独法化１０年目の節目

の年として、各種の記念事

業を実施し、本院職員の帰

属意識を高めるとともに、

地域住民を巻き込んで本

院の将来を展望できるよ

うに、従来から利用してい

る広報誌、ホームページ等

の媒体を中心に、常に新た

な内容、方法も加え、積極

的な情報発信を進めて行

く。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度も、当院の広報３本柱として、小山市民向けの「新小山市民病院だより」、小山

市および近隣市町の地域医療機関向けの「新小山市民病院ニュースレター」、院内来院者に向

けの「ひととのや」を、それぞれ年４回、継続して発行しました。病院運営上の取組、職員か

らのメッセージ等を、それぞれの対象者に分かりやすく、当院に興味を持ち、様々な意味で医

療環境の向上に繋がるように発信しました。 

また、「当病院公式ホームページ」、「フェイスブック」「当院ＬＩＮＥ公式アカウント」「Ｙ

ｏｕＴｕｂｅチャンネル」の様々な媒体を使用し、それぞれの特性を生かしながら最新の各種

情報や院内外での出来事を中心とした情報伝達、リクルートや当院の魅力発信を行って来ま

した。 

その他、今年度は新小山市民病院１０周年記念事業とし、他に例のない斬新な記念誌を発行

し、記念動画の制作、記念品の制作等とともに、これを契機に、当院の何事にも常に全力でチ

ャレンジする姿勢を内外に積極的にアピールしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ４ 記念誌の発行や記念動画、記念品の作成

など、１０周年の節目に例年以上に、様々

な媒体を活用し情報発信を積極的に行っ

たことを評価します。 
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（中項目） 

４ 地域医療支援病院としての機能強化 

◆ 年度計画指標 

  指標名 Ｒ４（２０２２）年度目標値 Ｒ４（２０２２）年度実績値 Ｒ４（２０２２）年度達成率 

紹介率 ８０．０％ ８０．４％ １００．５％ 

逆紹介率 ８０．０％ ７６．０％ ９５．０％ 
 

 （小項目） 

（１）地域医療機関との連携推進 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

地域密着型の急性期医

療機関として、地域との信

頼関係を推進・継続してい

く。かかりつけ医からの積

極的な受入れを行なうと

ともに、その後の治療経過

などの情報提供や逆紹介、

ＷＥＢも併用した症例検

討会やセミナー、とちまる

ネットを推進するなど、安

心して紹介できる病院を

目指す。 

地域密着型の急性期医

療機関として、地域との信

頼関係構築のため緊急患

者の積極的な受け入れを

行うとともに、かかりつけ

医からの紹介患者の確保

と逆紹介の推進をはかる。

紹介された、かかりつけ医

には治療経過や治療継続

依頼などの情報提供を継

続する。またコロナ禍で恒

常的となるＷＥＢ活用に

より、セミナーなどを積極

的に実施する。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 地域医療機関との信頼関係の指標でもある紹介率は、毎年７０％以上を確保しており、地

域密着型の急性期医療機関としての役割を果たしています。本年度は新型コロナ第７波時に

おいて紹介率の低下を招く期間もありましたが、それ以外の期間は堅調に信頼を得ており累

計で８０．４％と高い紹介率を確保しています。 

連携強化を図るため発足した小山市近郊地域医療連携協議会は、看護部会、事務部会、連

携部会、診療技術部会の各部会で概ね２～３月毎に部会を開催しており、コロナ禍にあって

も顔の見える関係を継続しています。職種別情報交換においては、患者情報だけでなく、病

院間の問題解決のための情報共有なども行っており、一部の部会では職員を派遣し研修する

など病院連携が強化されています。 

その他、診療所の紹介症例による『地域完結型医療・連携の会』や、地域クリニック先生

方主体による『ポットラックカンファレンス』の実施では、ＷＥＢ（ＺＯＯＭ）と会場によ

るハイブリットによる開催を実施し、それぞれ計６回づつ、合計１２回開催しています。 

訪問活動においては、新型コロナ感染の診療体制などを中心に、当院と診療所との共有認

識の確認のため積極的な訪問や電話相談などを行い地域の先生方との不安解消に努めまし

た。 

また、“とちまるネット”の活用については、当院医師、患者支援センタースタッフ、シス

テム担当者等が、連携先の利用促進に対する積極的な取り組みを継続し、令和４年度末には

３，７７２件（昨年比３４９件増）となりました。 

 

４ ４ 高い紹介率と連携強化を図るために「小山

市近郊地域医療連携協議会」のホストを務

めるなど、患者情報のみならず、病院間の

問題解決のための情報共有も行っている事

を評価します。 

（２）地域包括ケアシステムの推進 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

急性期医療機関として

地域包括ケアシステムの

一翼を担うため、適切な在

宅復帰にむけた退院前訪

問や退院後訪問の実施、ま

た良好な退院支援の実施

にむけ小山市近郊地域医

療連携協議会との連携強

 地域密着型の急性期医

療機関として地域包括ケ

アシステムの一翼を担う

当院としては、小山市近郊

地域医療連携協議会やそ

の関連施設、在宅医療機

関、居宅系介護施設や介護

老人保健施設等との連携

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

当院は、小山市の地域包括ケアシステムの一端として、地域の急性期病院、回復リハビリ

病院、療養医療機関、クリニック、在宅診療所、訪問看護事業所、介護老人保健施設を含め

た介護施設、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所など様々な方面との連携を推進・

強化しています。 

地域の１５病院で構成される「小山市近郊地域医療連携協議会」においては現場間同士で

の良好な関係を構築しており、急性期患者の受入や転院調整、患者の個別状況を考慮しなが

ら機能別に亜急性期の転院調整を行っています。 

地域包括ケア病棟では、主に急性期を脱した患者の日常生活向上リハビリテーションを実

施し、高齢者などが不安なく住み慣れた地域へ退院できるよう支援しています。 

３ ３ 公立医療機関として、医療・介護・福祉な

ど地域のさまざまな機関との連携を行い、

転院調整を行っていること、連携指導の実

績を評価します。 
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化等、地域の医療機関及び

介護・福祉施設等との情報

共有を推進していく。 

強化を目指すため、双方の

多職種カンファレンスや

退院前訪問・退院後訪問の

実施、また積極的な退院支

援を行う。 

自宅退院に関して支援が必要な場合は、退院調整看護師とＭＳＷが担当して、ケアマネー

ジャーなどの外部スタッフと共に患者・家族との面談を行っています。また、介護支援等連

携指導においては、患者の心身の総合的な評価結果を踏まえ、退院後により適切な介護等サ

ービスを受けられるよう、入院中からケアマネージャーなどと連携し退院後のケアプランや

サービス等利用計画の作成に繋げており、昨年１６３件の連携指導を実施しました。特に必

要な患者には退院調整看護師とリハビリテーションスタッフなどが退院前訪問や退院後訪問

指導を実施し、安心して自宅に退院することが出来る支援をしています。 

 （３）住民意識の啓発活動 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

この活動を通じて、小山

市とも連携しつつ、地域住

民の医療に対する関心の

向上、各種医療機関や救急

システムとのかかわり方

等に関する情報提供に努

める。こうした活動によ

り、円滑な医療提供の実現

はもとより、地域住民各人

が、健康増進と、ＡＣＰを

始めとした医療に対する

向き合い方を考えられる

風土づくりに貢献する。 

コロナ禍であっても、広

報紙や出前講座を活用し、

健康増進、救急医療への関

わり方、ＡＣＰ等、地域住

民の関心が高く、人生を考

える上でも大切な各種医

療情報の提供を図る。こう

した活動を行政と共に考

え、行政サイドからの発信

にも本院と共に注力して

もらう。そのような活動を

通じて、地域住民各人が、

健康と医療を考えるきっ

かけづくりを進める。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

昨年度はコロナの影響で開催中止を余儀なくされましたが、令和４年度は“ウィズ ・ア

フターコロナ“の中で当院の公的医療機関、地域医療支援病院の役割として、地域に在住す

る方々を対象とした講座や講演会に積極的に取り組むべきと考え、小山市との共催による「第

１０回 小山の医療を考えるシンポジウム」を開催しました。 

「第１０回 小山の医療を考えるシンポジウム」については、当院の地独法化１０周年記

念事業と位置づけ、当院の１０年間の歩みや今後の役割、進むべき方向性等を市民や関係者

の皆様と共有しました。 

また、「病院ふれあい祭り」については、コロナ禍により２年連続で中止となっておりまし

たが、令和４年度は独法化１０周年という一つの区切りをむかえられたこともあり、記念と

して再開したところ、大変好評でした。職員が市民の方々の元へ出向く「出前講座」につい

ては、前年度を上回る１１回、延べ３４０人が受講されました。 

令和５年度は新型コロナの特徴を踏まえた基本的感染対策を講じながら、本活動をどのよ

うに活性化させていくか、職員全員で考え、実践していきます。 

３ ３ 「第１０回小山の医療を考えるシンポジウ

ム」及び「病院ふれあい祭り」の実施、「出

前講座」も前年を上回る受講者があったこ

とを評価するとともに、啓発活動の更なる

活性化を期待します。 

 

（中項目） 

５ 法令等の遵守と個人情報保護・開示の推進 

（小項目） 

（１）法令等の遵守 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

コンプライアンス等の

各種研修を院内で実施し、

各職員の積極的な参加と、

医療法等の関係法令に対

する知識の習得を促す。職

員一人一人が法令を遵守

しつつ、病院での業務を適

正に遂行し、結果として本

院の社会的信用向上に繋

がる組織を目指す。 

関係法及びコンプライ

アンス等に対する知識習

得を目的とした研修を継

続的に実施し、動画視聴等

によりより多くの職員が

参加できるよう工夫する。

セクシャルハラスメント、

パワーハラスメント等の

各種ハラスメント、育児・

介護休職者への差別など、

個人の尊厳を損なう行動

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度は、当病院の就業規則に関する説明会やハラスメントに関する研修会をＷＥＢ

により開催し、全職員が必ず受講し法令等の根拠規定や守るべきルールについて確認する機

会を設けました。また、医師については、職場内でのハラスメントだけではなく患者やその

家族からの暴言、暴力、様々なハラスメントに関する危機意識向上のため顧問弁護士による

ハラスメント研修会を行いました。法令違反により、個人の人生を左右するのみならず病院

全体が社会的信用の失墜を招くことを理解し、各々が法令遵守の意識を高めることで法令違

反を回避できるという組織的な法令遵守への土壌づくりに取り組みました。 

 

 

 

 

３ ３ 全職員対象のＷＥＢによる研修会の実施や

医師を対象とした顧問弁護士によるハラス

メント研修会の実施により、各々の法令遵

守意識を高める取り組みを行ったことを評

価します。 
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に対し適切な措置を講じ

る。法令遵守が、本院職員

の業務遂行と社会的信用

向上に繋がることを理解

し、職員が意識啓発できる

組織的な土壌づくりを行

う。 

 

 

（２）個人情報の保護と開示 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

カルテ開示の請求など

個人情報の開示・保護等に

対し、迅速で正確な対応を

行う。そのために、個人情

報保護と情報セキュリテ

ィ対策の強化が進められ

るよう、研修等によりソフ

ト面とハード面のセキュ

リティ強化策を逐次検討

し、その実現に努めて行

く。 

 電子カルテシステムの

更新を含め、個人情報の保

護と開示、情報セキュリテ

ィ対策の強化等に対する

具体的な施策をソフトと

ハードの両面から考察し、

ランサムウェア対策を含

め、有効且つ実施可能なセ

キュリティ強化策を院内

で検討し、着実に進めて行

く。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和３年個人情報保護法改正において個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行

政法人等個人情報保護法の３本の法律が１本の法律に統合されました。これを受け地方独立

行政法人において令和５年４月１日に改正法が施行されます。この施行に合わせ当院におい

ては従来の「地方独立行政法人新小山市民病院個人情報保護規程」及び「地方独立行政法人

新小山市病院個人情報保護施行規程」を廃止し、新たに適用となった「個人情報の保護に関

する法律」また国の個人情報保護委員会で示されたガイドライン等を基盤としながら当院の

個人情報保護に対する体制整備を進めました。 

特に「個人情報の保護に関する法律」の第二十三条（安全管理措置）、第二十六条（漏えい

等の報告等）、第七十五条（個人情報ファイル簿の作成及び公表）に関する事項については新

たに組織の体制と規程を整備する必要がある項目であり、これらに対応するため組織内の情

報セキュリティを確保するための方針体制と対策を包括的に定めた「新小山市民病院情報セ

キュリティポリシー」を策定しました。当院では患者の病歴（要配慮個人情報）に該当する

個人情報を取り扱うため、情報漏えいに対しては国の個人情報保護委員会への報告および本

人への通知が法律上義務となっています。職員への個人情報の取扱いの基準を明確にすると

ともに研修を行い、新小山市民病院情報セキュリティポリシーに示した情報セキュリティの

「機密性・完全性・可用性」をより具体的なものとして、個人情報保護に努めていきます。 

情報セキュリティ対策においては、電子カルテシステムを更新する際、課題であった「復

旧対策」において、ランサムウェアに感染しても速やかにデータ復旧ができるバックアップ

システムを導入しました。また、「拡散防止」において、Ｅｍｏｔｅｔ感染を狙うメール攻撃

が散見されたため、既存のシステムではウイルスの侵入を防げないと判断し、院内のネット

ワークに入る前に隔離するシステムを導入しました。今後は「予防」において、システムで

防御するばかりではなく、リスクを減少させるために、職員のセキュリティリテラシー向上

に努めていきます。 

４ ４ 電子カルテシステムの更新に伴い情報セキ

ュリティ対策が向上されたこと、組織内の

リテラシー向上のために「新小山市民病院

情報セキュリティポリシー」が策定された

ことを評価します。又、今後策定されたも

のが遵守されることを期待します。 
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（大項目） 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

市長の評価 

評価 評価理由等 

Ｂ 当該大項目に関しては、計画どおり進んで

いる（平均３．３）ことが認められたた

め、「Ｂ」評価とした。 

（中項目） 

１ 組織マネジメントの強化 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

経営面からは、各種医療

データの取得を通じて診

療内容等を把握し、戦略構

築に活かす。そのために、

ＢＳＣ（バランス・スコア

カード）により病院運営方

針を職員に浸透させ、目標

と実績管理のＰＤＣＡサ

イクルを有効に活用出来

る組織マネジメントを可

能とする体制を構築する。 

 ＢＳＣ（バランス・スコ

アカード）による各所属の

自主的な目標管理体制を

継続し、その運用を更に確

実させることにより、病院

運営方針の浸透と、目標に

対する実績管理のＰＤＣ

Ａサイクルを有効に活用

出来る組織マネジメント

を継続して行く。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度は、第３期中期目標及び中期計画の２年目として、依然としてコロナ禍による

病院経営への影響が続く中で、通常業務の目標達成をさせることが出来る持続可能な組織づ

くりを意識した年度となりました。地独法化後１０年間を経て、目標の共有化とＢＳＣ（バ

ランススコアカード）による行動目標作成と実績管理は、確実に定着し、「組織開発のツール」

と呼べるものになってきました。各部門のリーダーが掲げた組織のビジョンを柱に、現場の

各職員が様々な視点から“何を、どのように、いつまでに”到達させるかが可視化されるこ

とで、自主的な業務への取組姿勢が組織に浸透してきました。このような各職員の取組を有

意義なものにして行く管理運営体制は、経営改革推進会議、その他各会議等で行われる職員

相互のコミュニケーションに支えられており、ＰＤＣＡサイクルを意識した進捗状況確認と

進むべき方向性に対する軌道修正等が、そこで図られており、コロナ対応等においても、会

議での活発なコミュニケーションの中で、意思決定と進捗管理が行われ、有効に機能したと

考えています。 

また、コミュニケ―ションスキル習得のために導入した、“コーチング”も発展的に継続し

ており、医療スキル、実務スキル以外の人的スキル向上を図ることで、病院全体の管理運営

体制強化を目指しています。このコーチングに参加する職員数も毎年増加し続け、令和４年

度は院内コーチ２４名のもと、ステークホルダー３０名が各自目標を設定し、１年間を通し

て目標達成に向けて取り組みを実施しました。また、令和３年度から新たに“３分間コーチ

ワークショップ”を開催、２０名が参加し忙しい中でも必要なその瞬間、その場で、短くと

も質の高い会話を交わす手法を学びました。ワークショップ終了後は、参加者が各々１名の

ステークホルダーを指名（ステークホルダー合計２０名）し、メンターとして学んだ手法を

活かしながらステークホルダーをサポートしました。「オンリーワンホスピタル」を目指し、

多職種協働が叶う、コミュニケーションの活発な組織への変革に導く人材の育成に向け、コ

ーチングの更なる発展に努めていきます。これからも、地域における公的使命と財務の健全

経営維持の両面を実現することが目標となる“地方独立行政法人”として、中期目標、中期

計画の達成を意識した活動を進めます。 

 

３ ３ 地独法化後１０年間を経て、行動目標作成

と実績管理が確実に定着していること、多

職種協働を実現させている「コーチング」

の発展的な継続などを評価します。 
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（中項目） 

２  働きやすい病院づくり 

（小項目） 

（１） 人事に関する制度の充実 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

ア 現行の職員数を維

持しながら、各部門におい

て適正な職員数等につい

て検証していく。 

イ 毎年実施している

人事評価制度について、評

価内容、実施方法等の検討

を行いながら、適正に運用

することにより、職員のモ

チベーションを高めてい

く。 

ア 組織力を強化する

ため、各部門職員の必要数

を精査し、個々の職員が持

つ職務遂行能力や適性を

反映した人事配置とする。 

イ 人事評価制度につ

いて職員の勤務意欲等の

一層の向上を図る ため、

評価内容、実施方法等の検

討を行いながら、公平な分

配について、職員代表者等

と協議しながら、さらなる

適正な運用を目指す。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

グローバルヘルスデータの活用により、各部門の労働生産性を把握し適正な職員数や業務

改善への取り組み等を検証・実施しました。 

昨年度と同様に、パフォーマンスレビュー（人事評価）を実施し、「公平な分配」としてそ

の結果を賞与の勤勉手当に反映しました。公平・公正性、透明性、客観性、納得性のある評

価に資するため、評価項目の見直しの検討を行うとともに、コンサルタントの支援のもと、

評価者研修を実施し、評価者の資質の向上と評価基準の統一化を図りました。今後も、当該

制度の本来の目的である、「職員の資質の向上」、「人材の育成」、「結果としての公平な分配」

について部門別検討会、全体検討会等により検討・協議を重ねながら、人事評価制度の精度

向上に努めていきます。 

３ ３ 各部門の労働生産性を把握し、適正な職員

数や業務改善への取組が行われたこと、評

価者研修を実施し、評価者の資質の向上と

評価基準の統一化がされた人事評価による

勤勉手当への結果反映が行われていること

を評価します。 

（２） 働き方改革への対応 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

ア 出退勤システムの

導入等によりさらなる正

確な勤務時間を把握する。 

イ 安全衛生委員会に

よるタスク・シフティング

の計画・検証の実施、また、

職場点検をはじめとした

職場環境を整備する。 

ウ 人間ドックなどの

受診促進のための支援事

業の拡大を図る。 

職員の意識改革、勤務時

間管理やタスクシフトな

ど、下記の手法により、着

実に働き方改革への対応

を進める。 

ア 出退勤システムの

導入等によりさらなる正

確な勤務時間を把握する。 

イ 安全衛生委員会に

よるタスク・シフティング

の計画・検証の実施、また、

職場点検をはじめとした

職場環境を整備する。 

ウ 人間ドックなどの

受診促進のための支援事

業の拡大を図る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

出退勤システムにより、医師を含む全職員の在院時間や時間外労働時間、休暇の取得状況、

出勤状況等の勤怠状況を正確に把握し所属部署と情報共有し総合的に管理を行いました。 

社会保険労務士の支援を受け、医師の働き方改革について当直体制や勤務形態等の検討を

重ね、新たな勤務形態での宿直体制を実施するとともに、労働基準監督署に宿直許可申請を

行い令和５年１月に許可を取得しました。 

他職種へのタスク・シフティングについても安全衛生委員会等で計画・検証しながら、そ

の適切な実施に努めました。また、定期的な職場点検を行い職場モラールの向上、労働災害

の防止、健康障害の防止に努めました。 

予防医学センターと協力し、人間ドック受診時のＭＲＩ検査等オプション付与や受診に係

る休暇取得方法の周知により前年度比５９名（２５．１％）の受診者増となりました。 

４ ４ 社会保険労務士を活用し、新たな勤務形態

での宿直体制を構築したこと、出退勤シス

テムにより、勤怠状況の総合的な管理が適

正に行われていることを評価します。 
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 （３）職員の就労環境の整備 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

ア 定期的な職員満足

度調査などの実施により、

職員の要望等を把握、適切

な措置を講じる。 

 

イ 法定の健康診断を

はじめとして、歯科検診、

ストレスチェック、その他

のものを適宜実施する。 

ウ 院内保育所の利用

促進、相談窓口のさらなる

充実、福利厚生事業の拡大

などにより、働きやすい職

場の整備を図る。 

ア 職員満足度調査を

実施し、部門・年齢・役職

に応じた職員の要望等を

把握し、適切な措置を講じ

る。 

イ 法定の健康診断を

はじめとして、歯科検診、

ストレスチェック、その他

のものを適宜実施する。 

ウ 院内保育所の利用

促進、相談窓口のさらなる

充実、福利厚生事業の拡大

などにより、働きやすい職

場の整備を図る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度も職員満足度調査を実施し、部署、職種、年齢、役職、性別等様々な視点から

分析を行うとともに、ヘルシーワークプレイス推進委員会主催で「職場でのハラスメント」

をテーマに実施したワールドカフェでの職場の問題等について把握し、可能な措置を講じま

した。 

職員の健康増進と心と体の不調の一次予防・二次予防の観点から、健康診断、特定健康診

断、歯科検診、ストレスチェックを行いました。 

院内保育所では、変則勤務や多様な働き方の職員が安心して働けるよう土曜日預かり、夜

勤時預かり（水・金）、時差出勤への対応を行っています。また、男性の家事・育児参画等に

対する理解が広がり、男性職員４名が育児休業を取得しました。 

 

３ ３ 調査から明らかになった職場での問題等に

ついて、可能な措置が講じられたこと、ま

た、男性の育児休暇取得を可能とした働き

やすい職場が整備されたことについて評価

します。 
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（大項目） 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

市長の評価 

評価 評価理由等 

Ａ 当該大項目に関しては、計画を上回って進

んでいる（平均４．０）ことが認められた

ため、「Ａ」評価とした。 

（中項目） 

１ 経営基盤の維持と経営機能の安定化 

◆ 年度計画指標 

  指標名 Ｒ４（２０２２）年度目標値 Ｒ４（２０２２）年度実績値 Ｒ４（２０２２）年度達成率 

経常収支比率 １００．１％ １０４．８％ １０４．６％ 

医業収支比率 ９６．９％ １００．１％ １０３．３％ 
 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

法人に求められる急性

期医療や救急医療、地域医

療などの政策医療を安定

的かつ継続的に提供しな

がら、医療制度改革などの

病院経営に影響する環境

の変化に迅速に対応し、収

益の確保及び費用の節減

に努め、中期目標期間中に

おける経常収支の黒字を

維持する。 

依然コロナ感染症の完

全収束は見込めない中で

はあるが、収益状況の把握

と計画に対する進捗管理

の徹底により、下記財務指

標の達成に努める。具体的

には、診療報酬制度や施設

基準において、当院に求め

られ、また当院に最も有利

な経営方法を選択するこ

とで、したたかに単年度黒

字化を確保し、長期的に安

定した経営基盤を構築し

て行く。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

地独法化後１０年目となった令和４年度は、コロナによる病棟運営への影響に加え、急激

な物価上昇など、厳しい経営環境の中にあっても、当院の使命である安全で安心な地域医療

を安定的に確保するべく健全な病院経営に尽力しました。小山市からの運営費負担金をもと

に、不採算部門となる救急医療や小児医療への対応等、公的医療機関としての責務を果たし

つつ、様々な経営課題の改善・解決に向け、病院長を中心とした幹部職員による病院経営改

革推進会議等を通じて協議と施策の検討・実践を継続し経営機能の安定化に取り組みました。

さらに、診療報酬制度や施設基準に基づく適切かつ漏れのない保険請求の実践、病棟入替に

よる病床運用の効率性向上、国や県からのコロナ対策補助金の適切な受け入れ等、収益力の

改善にも努め、経営基盤の一層の強化を図りました。 

加えて、従来進めてきたコロナ診療と一般診療の両立をさらに推し進めたことで入院収益、

外来収益ともに大きく伸長し、医業収益は初の１００億円台となる１０，０３６百万円を計

上しました。 

費用面においては、業容拡大に比例し、また物価上昇等の影響で支出額自体は増加しまし

たが、各費用項目の医業収益に占める比率では、医業収益増加の効果もあり、人件費比率と

材料費比率では対前年度比で改善することができました。 

結果、本業の収支である医業収支において初の黒字を確保するとともに、最終損益も５１

１百万円の利益を確保し、地独法化後１０期連続の黒字決算となりました。 

収益の拡大は、当院の最重要命題ではありませんが、地域医療を守るためには、適切な運

営費負担金の受け入れを含めた黒字決算継続による強固な経営基盤の維持が不可欠であるこ

とから、今後も最終黒字に拘った経営を継続します。 

 

 

４ ４ 医業収支において初の黒字を確保できた

ことを高く評価します。今後も地域医療

を継続的に提供できるよう経営基盤維持

と経営安定化に努めていただきたい。 
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（中項目） 

２ 収益の確保と費用の節減 

◆ 年度計画指標 

  指標名 Ｒ４（２０２２）年度目標値 Ｒ４（２０２２）年度実績値 Ｒ４（２０２２）年度達成率 

入院患者数 １０１，８３５人 １０４，６２０人 １０２．７％ 
入院診療単価 ６８，０００円 ６７，２２４円 ９８．９％ 
病床稼働率 ９３．０％ ９５．５％ １０２．７％ 
平均在院日数 １０．８日 １２．２日 ８８．５％ 
外来患者数 １６０，０００人 １７９，２０３人 １１２．０％ 
外来診療単価 １４，０００円 １４，７２１円 １０５．１％ 
材料費対医業収益比率 ２４．９％ ２４．１％ １０３．３％ 
経費対医業収益比率 １６．２％ １６．１％ １００．６％ 
人件費対医業収益比率 ５６．２％ ５４．１％ １０３．９％ 

 

（小項目） 

（１）  収益の確保 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

救急患者の確実な受け

入れ、地域医療機関との連

携強化により、着実な集患

対策に努める。また、診療

体制及び設備の充実等に

よる医療の高度化に取り

組むとともに、施設基準の

新規取得やＤＰＣ制度を

核とした診療報酬制度の

分析により、診療単価の向

上に努める。 

引き続き通常診療とコ

ロナ診療の高水準での両

立に努め、救急患者の確実

な受け入れや紹介による

新入院患者の確保に注力

する。さらに診療報酬改定

にも迅速に対応し、診療単

価の向上につなげること

で安定的な収益確保を図

る。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

収益確保については、患者数増加（病床稼働率の強化）と診療単価向上という従来からの

基本方針に基づき、令和４年度も引き続き取り組みました。途中、コロナによる病棟運営の

制約等を受けつつも、患者数（病床稼働率）は期を通して高水準で推移し、入院、外来とも

に前年度実績を上回りました。また高度医療の提供や化学療法の充実等により、診療単価も

入院、外来ともに対前年度比上昇しました。それぞれの収益状況は以下のとおりです。 

入院診療については、コロナの影響による患者の停滞もあり平均在院日数こそ前年度比若

干長期化したものの、堅調な病床稼働率（９５．５％・対前年度比＋２．７％）と診療単価

（６７，２２４円・対前年度比＋１２４円）に支えられ、収益は対前年度比２１６百万円増

（３．２％増）の７，０３３百万円となり、初の７０億円台を確保しました。 

外来診療についても地域医療機関からの紹介を中心とした患者数の増加（１７９，２０３

人・対前年度比＋４８３人）や大幅な単価上昇（１４，７２１円・対前年度比＋６３９円）に

より、収益は対前年度比１２１百万円増（４．８％増）の２，６３８百万円となりました。 

今後も、適切なコロナ感染対策を見極めつつ、安定した収益確保を目指して、職員がそれ

ぞれの立場で考え、行動していきます。 

 

 

 

 

 

 

４ ４ 職員がそれぞれの立場で最善の対応を行

い、堅調な高い水準での病床稼働率、患

者数の増加、患者単価の上昇による収益

が確保されたことを評価します。 
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（２） 費用の節減 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

各種契約及び購入につ

いて、透明性・公平性の確

保に十分留意しつつ、企業

的経営方式として、多彩な

契約及び購入方法、価格交

渉を強力に推進し、引き続

き費用の削減に努める。ま

た、職員各人の経営への参

画意識の向上を図り、継続

的にコスト削減に取り組

む組織風土の醸成に努め

る。 

医業収益の伸び率に見

合った各種費用比率を維

持するため、引き続き費用

管理の徹底を図るととも

に、共同購買による標準品

採用やベンチマーク活用

による価格交渉にもより

一層注力することで、支出

の削減に努める。一方、医

療人材の確保等重要な課

題に対する適正な支出に

は積極的に臨み、メリハリ

の効いたコスト管理を徹

底する。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

医業収益の伸長や物価上昇等により、材料費（対前年度比５２百万円増）、経費等（対前年

度比１０９百万円増）、給与費（対前年度比８２百万円増）ともに支出金額自体は対前年度比

増加となりました。しかしながら、医業収益に占める各費用の割合では、対前年度比悪化し

たのは経費等比率（１６．１％・対前年度比＋０．６％）のみで、材料費比率（２４．１％・

対前年度比△０．２％）と給与費比率（５４．１％・対前年度比△１．０％）については改善

する結果となりました。費用項目ごとの詳細は以下のとおりです。 

材料費に関し、薬品費は医療の高度化や化学療法の増加等に伴い対前年度比増加（７６百

万円、６．４％増）しました。一方、診療材料費については、ベンチマークシステム活用によ

る値引率改善や各診療部門と連携した共同購買制度への切り替え（標準品切り替え）等のコ

スト削減に努めた結果、対前年度比３２百万円の支出減（３．０％減）となりました。 

経費等については、電気・ガス等の高騰による光熱水費（３７百万円、３６．５％増）や燃

料費（１４百万円、３７．１％増）のほか、医療の高度化にかかる機器の保守料（３０百万円

増）や賃借料（２０百万円増）等の負担が増加しました。また人材育成のための研究研修費

も増加しました（９百万円、５３．９％増）。 

給与費については、職員共済組合全体費用（基礎年金拠出金・組合事務費用等）の小山市

との按分見直しに伴う負担増を主因とした法定福利費の増加（４６百万円増）や独法化１０

周年記念賞与の支給（３９百万円）等により支出額が増加しました。 

今後も当院の持続的な成長につなげるべく様々な施策に積極的に取り組みながらも、費用

対効果への強い意識を常に持ち、コスト管理を徹底します。 

 

３ ３ 経費比率の悪化は電気等の物価高騰によ

る影響であり、材料費、給与費について

改善しているところを評価します。 

 

（中項目） 

３ 高度医療機器の計画的な更新・整備 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

高度及び高額医療機器

の更新・整備については、

診療体制の充実のため戦

略的に推進する。ただし、

その費用について、当院だ

けでなく設立団体も含め

た後年度負担が伴うこと

を十分に考慮したうえで、

投資効果、地域の医療需

要、医療技術の進展等を総

合的に勘案し、医療機器委

員会での審議を経て、計画

的な整備・更新を行うとと

 診療体制の充実と高い

投資効果で収益確保につ

ながる機器のバランスを

意識した医療機器整備に

努める。機器の選定は医療

機器委員会での審議によ

り競争性・透明性・公平性

を確保する。また機器の更

新に際しては現場への丁

寧なヒアリングによる更

新適時の見極めと費用負

担の平準化に努める。 

【当該年度の更新予定医

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

 令和４年度は、小山市起債（長期借入金）により７００百万円を調達し、電子カルテシス

テムを中心とした医療情報システムの更改を実施しました。一方、借入金抑制の観点から医

療機器整備にかかる起債（長期借入金）を受けなかったこと、また医療機器整備につながる

補助金もなかったことから、医療機器の調達は必要最低限に抑制しました（Ｒ４年度医療機

器調達額：８６百万円）。そのような中においても、安定的な地域医療の確保に資する機器調

達を医療機器委員会において慎重に吟味し、超音波画像診断装置や大動脈バルーンポンプ等

の整備を行いました。 

４ ４ 起債による電子カルテシステム更新の

他、安定的な地域医療の確保に資する機

器調達を実施しており、将来を見据え計

画的に整備されていることについて評価

します。 



 

32 

 

もに効果的な活用に努め

る。 

【中期目標期間中の更新

予定医療機器等】・電子カ

ルテシステム一式（各部門

システムも含む） 

療機器等】 

・電子カルテシステム一式

（各部門システムも含む） 

（大項目） 

第４ その他業務運営に関する重要事項 市長の評価 

評価 評価理由等 

Ｂ 当該大項目に関しては、計画どおり進ん

でいる（平均３）ことが認められたた

め、「Ｂ」評価とした。 

 

「小山市の地域医療を守り育てる条例（平成２６年９月２９日条例第２６号）」第６条に規定する法人の責務を踏まえ、「小山市地域医療推進基本計画（平成２８年３月策定）」に定める各取組施策を着実に実践するこ

と。 

第３期中期計画 令和４年度計画 法人の自己評価 市長の評価 

小山市地域医療推進基

本計画の新小山市民病院

に課せられた数多くの各

種施策の達成を目標に努

力する。 

小山市地域医療推進基

本計画の新小山市民病院

に課せられた数多くの各

種施策の達成を目標に努

力する。 

評価の判断理由 評価 評価 評価理由等 

令和４年度も、「小山市地域医療推進基本計画」において、当院に課せられた各施策を着実

に履行し、地域中核病院としての使命を果たすことに努めました。昨年度に引き続き、本年

度の中心もコロナ対応となりましたが、小山市コロナ対策本部会議にも危機管理の有識者の

立場として参加し、感染防止、診療体制等、様々な面で、行政との連携を図りました。 

また、地域災害拠点病院としての機能強化のため、ＤＭＡＴ隊員の継続的な養成に努め、

また小山消防本部と連携した防災訓練を実施し、災害医療への対応強化を図りました。ＤＭ

ＡＴ隊については、実務的に、栃木県に対し、コロナ入院調整本部対応として述べ１１名の

隊員を交代で派遣しました。 

情報共有と多職種連携については、コロナ禍の中で、ＷＥＢ対応を有効的に活用し、“地域

完結型医療を育てる会”、“ポットラックカンファレンス”等を通じた活動を途絶えることな

く展開し、その他にも、医療体制の充実、医療従事者の資質向上、市民の健康意識醸成等に

関する取り組みも積極的に行いました。今後も小山市の地域医療政策を踏まえながら、地域

医療ニーズに応え続けられるよう、当院の医療レベル向上と組織力の強化に努めます。 

 

３ ３ 地区医師会・市執行部との意見交換会へ

の出席や、災害拠点病院としての機能強

化に取り組んでいただいている。また多

職種連携についてＷＥＢを有効に活用

し、医療体制の充実、医療従事者の資質

向上、市民の健康意識醸成等に関する取

組について引き続きご尽力くださること

を期待します。 

 

 

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

  ※実績値一覧参照 ３ページ～５ページ  
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第６ 短期借入金の限度額 

第３中期計画 令和４年度計画 実施状況 

１ 限度額 

  ２，０００百万円とする。 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

賞与支給による一時的な資金不足や予定外の退職者の発生に伴う退

職手当の支給など偶発的な出費への対応等を想定している。 

１ 限度額 

  ２，０００百万円とする。 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

賞与支給による一時的な資金不足や予定外の退職者の

発生に伴う退職手当の支給など偶発的な出費への対応等

を想定している。 

 

１ 限度額 

２．０００百万円 

２ 短期借入金の発生状況 

令和４年度の短期借入金利用状況は、『栃木県公的医療機関等

整備資金貸付金』による８２２百万円の調達のみです。 

 

 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

第３期中期計画 令和４年度年画 実施状況 

無し 無し 有りません。 

 

 

第８ 剰余金の使途 

第３期中期計画 令和４年度年画 実施状況 

毎事業年度の決算において剰余が生じた場合は、病院施設・設備の整

備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及び人材

育成事業の充実に充てる。 

毎事業年度の決算において剰余が生じた場合は、病院施設・

設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人

材確保事業及び人材育成事業の充実に充てる。 

 

令和４年度決算によって生じた剰余金、当期総利益については、

すべて積立を予定しております。 

 

 

第９ 料金に関する事項 

第３期中期計画 令和４年度計画 実施状況 

１ 診療料等 

理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項（同法第

１４９条において準用する場合を含む）及び高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第８０号）第７１条第１項の規定に基づく方法

により算定した額。 

（２） 健康保険法第８５条第２項及び第８５条の２第２項（これらの

規定を同 法第１４９条において準用する場合を含む）並びに高齢者の

医療の確保に関する法律第７４条第２項の規定に基づく基準により算定

した額。 

（３） （１）、（２）以外のものについては、別に理事長が定める額。 

２ 料金の減免 

理事長は、特別の理由があると認めるときは、料金の全部又は一部を

減免することができる。 

 

１ 診療料等 

理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

（１） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項

（同法第１４９条において準用する場合を含む）及び高齢者の医

療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７１条第１

項の規定に基づく方法により算定した額。 

（２） 健康保険法第８５条第２項及び第８５条の２第２項（こ

れらの規定を同法第１４９条において準用する場合を含む）並び

に高齢者の医療の確保に関する法律第７４条第２項の規定に基

づく基準により算定した額。 

（３） （１）、（２）以外のものについては、別に理事長が定め

る額。 

２ 料金の減免 

理事長は、特別の理由があると認めるときは、料金の全部又は

一部を減免することができる。 

中期目標、年度計画に記載の通りに実施しました。 
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３ 料金の返還 

既に納めた料金については、返還しない。ただし、理事長が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

３ 料金の返還 

既に納めた料金については、返還しない。ただし、理事長が特

別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 

第１０ 地方独立行政法人新小山市民病院の業務運営等に関する規則（平成２５年小山市規則第８号）に定める事項 

第３期中期計画 令和４年度計画 実施状況 

１ 施設及び設備に関する計画（平成２９年度から平成３２年度まで） 

                                      

（単位：百万円） 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

病院施設、医療機器

等整備 

 

総額４５０ 

 

小山市長期借入金

等 

（注１） 金額については、見込みである。 

（注２） 各事業年度の小山市長期借入金等の具体的な内容については、

各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

（１） 移行前地方債償還債務 

（単位：百万円） 

 中期目標期間

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地方

債償還債務 

２２ 

 

０ 

 

２２ 

 

 

（２） 長期借入金償還債務（長期リース債務を含む） 

（単位：百万円） 

 中期目標期間

償還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金

償還債務 

２，８３１ 

 

３，３５９ 

 

６，１９０ 

 

３ 積立金の処分に関する計画 

 前期中期目標期間の繰越積立金は、施設の整備、医療機器の購入等に

充てる。 

１ 施設及び設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設及び設備の

内容 

予定額 財源 

病院施設、医療機

器等整備 

２００ 

 

小山市長期借入

金等 

（注１） 金額については、見込みである。 

（注２） 各事業年度の小山市長期借入金等の具体的な内容

については、各事業年度の予算編成過程において

決定される。 

１  施設及び設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設及び設備の内

容 

予定額 決算額 

病院施設、医療機

器等整備 

９０９ ８６５ 

 

 

 


